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第１章 大阪市の概要 

 

第１節 地勢・人口 

 

１ 地 勢 

 

本市は、東経１３５度２２分から１３５度３６分、北緯３４度３５分から３４度４６分と

わが国のほぼ中央部に位置する。西は大阪湾に面し、南は大和川で堺、松原市につづき、北

は神崎川を隔てて尼崎、豊中、吹田及び摂津の各市に連なり、東は守口、門真、大東、東大

阪及び八尾の諸市に接し、いわゆる摂河泉の連山が起伏をめぐらす大阪平野の要地を占め、

近畿地方の海陸交通の要衝をなしている。 

 

市の中央部からやや東寄りに、南北に縦貫する上町台地は、南北９ｋｍ、東西２ｋｍにわ

たる台地で、東側にゆるく、西側に急斜をなしているため、本市の東部は概して高く、西部

に行くにしたがって低くなり、やがて海に連なっている。市街はおおむね平地で海抜３ｍ前

後の土地が大部分を占めている。 

また、本市は「水の都」の名にふさわしく、大小多数の河川が市内を縦横に貫流している

が、その根幹をなす淀川は琵琶湖に源を発し、宇治川、桂川及び木津川の三流を合して水量

が豊かである。この淀川は、市の東北部で分流して淀川本流、旧淀川(大川、堂島川及び宇

治川)、土佐堀川、尻無川及び木津川となって大阪湾に注いでいる。 

現在の市の面積は２２５．３３ｋ㎡であり、各区の面積は次のとおりである。 

 

面積 

（単位：㎢） 

都島 ６．０８ 西淀川

８．８７ 東成

福島 ４．６７ 淀川

住之江 ２０．６８

※　１２．６４

区名 面積

４．８４

４．５４ 平野 １５．２８

８．３７

区名 面積 区名 面積

８．３８

１４．２１

全市 ※　２２５．３３ 天王寺

大正 ９．４３ 城東

西 ５．２１ 生野

中央

鶴見 ８．１７

北 １０．３４ 浪速 ４．３９ 阿倍野 ５．９８

住吉 ９．４０

此花 １９．３０ 東淀川 １３．２７ 東住吉 ９．７５

西成 ７．３７

港 ７．８６ 旭 ６．３２
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※  淀川区は豊中市との境界の一部が未定のため参考値を示し、全市は淀川区の参考

値が含まれている。 

令和４年１０月１日現在（国土地理院発表） なお、四捨五入の関係で、各区の

面積の合計は全市と一致しない。 

 

２ 人 口 

 

国勢調査結果でみると、昭和４５年に人口は減少に転じ、その後も郊外への人口流出等に

より長期にわたって減少傾向が続き、平成１２年には２５９万８，７７４人まで減少した。 

しかし、平成１７年国勢調査では２６２万８，８１１人と増加に転じ、昭和４５年以降の

国勢調査結果としては初めての増加となった。令和４年１０月１日時点での大阪市の推計

人口によると、２７７万５２０人で、前年と比べると１３，７１３人（０．４９％）増加と

なり、平成１７年以降、令和３年については減少したが、令和４年以降、再び増加に転じて

いる。 

人口の推移 

（単位：人） 

年次 総数 男 女 摘要

昭和４０年 ３,１５６,２２２ １,５９８,３７６ １,５５７,８４６ １０月１日国勢調査

昭和４５年 ２,９８０,４８７ １,４９０,７７９ １,４８９,７０８ 〃

昭和５０年 ２,７７８,９８７ １,３７８,２８７ １,４００,７００ 〃

昭和５５年 ２,６４８,１８０ １,３０４,５９９ １,３４３,５８１ 〃

昭和６０年 ２,６３６,２４９ １,２９５,７７１ １,３４０,４７８ 〃

平成  ２年 ２,６２３,８０１ １,２９２,７４７ １,３３１,０５４ 〃

平成　７年 ２,６０２,４２１ １,２７８,２１２ １,３２４,２０９ 〃

平成１２年 ２,５９８,７７４ １,２７３,１２１ １,３２５,６５３ 〃

平成１７年 ２,６２８,８１１ １,２８０,３２５ １,３４８,４８６ 〃

平成１８年 ２,６３５,４２０ １,２８２,４４０ １,３５２,９８０ １０月１日推計人口

平成１９年 ２,６４３,８０５ １,２８７,６２６ １,３５６,１７９ 〃

平成２０年 ２,６５２,０９９ １,２９１,９７５ １,３６０,１２４ 〃

平成２１年 ２,６６１,７００ １,２９８,０１１ １,３６３,６８９ 〃

平成２２年 ２,６６５,３１４ １,２９３,７９８ １,３７１,５１６ １０月１日国勢調査

平成２３年 ２,６７０,５７９ １,２９６,０８４ １,３７４,４９５ １０月１日推計人口

平成２４年 ２,６７７,３７５ １,２９９,４０９ １,３７７,９６６ 〃

平成２５年 ２,６８３,４８７ １,３０１,９３０ １,３８１,５５７ 〃

平成２６年 ２,６８６,２４６ １,３０２,７８７ １,３８３,４５９ 〃

平成２７年 ２,６９１,１８５ １,３０２,５６２ １,３８８,６２３ １０月１日国勢調査

平成２８年 ２,７０２,０３３ １,３０７,１６２ １,３９４,８７１ １０月１日推計人口

平成２９年 ２,７１３,１５７ １,３１１,２８５ １,４０１,８７２ 〃

平成３０年 ２,７２５,００６ １,３１５,７４２ １,４０９,２６４ 〃

令和　元年 ２,７４０,２０２ １,３２２,２２３ １,４１７,９７９ 〃

令和　２年 ２,７５２,４１２ １,３２６,８７５ １,４２５,５３７ １０月１日国勢調査

令和　３年 ２,７５０,８３５ １,３２４,４６６ １,４２６,３６９ １０月１日推計人口

令和　４年 ２,７５６,８０７ １,３２６,７４２ １,４３０,０６５ 〃

令和　５年 ２,７７０,５２０ １,３３２,９９８ １,４３７,５２２ 〃  
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令和５年大阪市の推計人口（令和５年１０月１日現在）における本市の人口は２７７万５

２０人となっている。行政区別にみると、平野区が１８万６，８４３人と最も多く、次いで

淀川区が１８万５，７０９人、東淀川区が１７万６，１３４人、城東区が１６万７，４０９

人、住吉区が１５万２，０８８人となっており、この５区が人口１５万人を超えている。次

いで、１０万人以上１５万人未満の区は、北区１４万５，２２６人、東住吉区１２万７，８

８０人、生野区１２万６，７８９人など１０区で、１０万人未満の区は、西淀川区９万５，

８６５人など９区となっている。最も人口の少ない区は大正区で５万９，４６５人となって

いる。 

令和５年の人口を男女別にみると、男性が１３３万２，９９８人、女性が１４３万７，５

２２人となっている。男女別の人口を令和２年国勢調査と比べると、男性が６，１２３人、

女性が１１，９８５人の増となっている。人口性比（女性１００人に対する男性の数）は９

２．７となっている。 

 

 

令和４年大阪市人口動態統計(確定数)の概況 

人口動態調査とは、「戸籍法」及び「死産の届出に関する規程」により届けられた日本に

おいて発生した日本人の出生、死亡、死産、婚姻及び離婚の全数を対象としている。これら

の届出に基づいた調査票を全国の各市町村で作成し、結果の集計は厚生労働省政策統括官

付参事官付人口動態・保健社会統計室で行っている。 

厚生労働省のデータをもとに、人口動態統計（令和４年１月～１２月）を取りまとめ、大

阪市の出生率や死亡等の集計・分析を行った。主な内容は、次のとおり。 

 

 

出生数は減少 

出生数は１万８，３９９人で前年に比べ９０７人減少し、出生率(人口千対)は６．７で０．

３ポイント減少となった。 

区別でみると淀川区(１，３２８人)が最も多く、北区(１，２４９人) 、城東区(１，２１

０人)となっている。一方最も少ないのは大正区(３１１人)で、西成区(３４８人)、此花区

(３８９人)となっている。出生率(人口千対)でみると最も高い区は福島区(９．０)で最も低

い区は西成区(３．３)となっている。 

 

 

死亡数は増加 

死亡数は昭和５３年に１６,９１８人であったものが以降緩やかに増加していたが、令和

４年も前年に比べ２，７３６人増加し、３万４，２３９人で死亡率(人口千対)は１２．４と

なった。 
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区別でみると、西成区(３，０３１人)が最も多く、天王寺区(６７８人)が最も少なくなっ

ている。死亡率 (人口千対)でみると西成区(２８，６)が最も高く、中央区と西区 (６．６)

が最も低い。 

死亡率を死因順位別にみると、悪性新生物が最も多く、８，３０１人で、死亡率(人口１

０万対)は３０１．１で、悪性新生物による死亡者の全死亡者に占める割合は２４．２％で

あった。 

 

 

自然増減数は減少 

自然増減数は△１５，８４０人で、自然増減率(人口千対)は△５．７であった。 

 

 

婚姻件数は増加 

婚姻件数は１６，４８８組で、前年に比べ７５３組増加し、婚姻率(人口千対)は６．０で

あった。 

 

 

離婚件数は減少 

離婚件数は５，０５２組で、前年に比べ１５組減少し、離婚率(人口千対)は１．８３であ

った。  
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令和４年人口動態総覧(確定数) 

　自然死産(※１　出産千対) １６１(８．６) １７０(８．６)

６

　早期新生児死亡(出生千対) １５(０．８) ７(０．４) ８

　人工死産(※２　出産千対) ２３５(１２．５) ２４２(１２．３) △７

周産期死亡総数 ７５(４．１) ６１(３．１) １４

実　　　　　　　数

１１

　新生児死亡(出生千対) １６（０．９） ８（０．４） ８

出生(人口千対) １８，３９９(６．７) １９，３０６(７．０) △９０７

　２，５００g未満 １，６８２ １，６８３ △１

離婚(人口千対) ５，０５２(１．８３) ５，０６７(１．８４) △１５

　妊娠満２２週以降の死産(※２　出産千対)

婚姻(人口千対) １６，４８８(６．０) １５，７３５(５．７) ７５３

死産総数(出産千対)

　乳児死亡(出生千対) ３２（１．７） ２１（１．１）

死亡(人口千対) ３４，２３９(１２．４) ３１，５０３(１１．５)

自然増減(人口千対) △１５，８４０(△５．７) △１２，１９７(△４．４)

△１６

令和4年 令和３年

６０(３．３) ５４(２．８)

３９６(２１．１) ４１２(２０．９)

３６４３

対前年増減

２，７３６

△９

 

※1 出生＋死産 

※2 出生＋妊娠満 22 週以降の死産 

合計特殊出生率

全国 １．２６ １．３０

令和４年 令和３年

大阪市 １．００ １．０４

 

合計特殊出生率(粗再生産率)とは、１５歳から４９歳までの女子の年齢別(年齢階級別)

出生率を合計したもので、一人の女子が仮にその年次の年齢別出生率で一生の間に生むと

したときの子どもの数に相当する。大阪市では分子に母の年齢別出生数(日本における日本

人)分母に当該年の３月末現在の「大阪市住基人口」(国勢調査の年は国勢調査公表値)を用

いて算定している。全国値はいずれも厚生労働省の公表値である。 

 

大阪市の死因順位（死亡率、人口 10万対） 

※ 人口動態統計にかかる人口は、令和５年９月厚生労働省公表の「令和４年（２０２

２）人口動態統計（確定数）」をもって公表。 

令和４年死亡数(死亡率) 令和３年死亡数(死亡率)

第２位
心疾患 心疾患

４，９５７（１７９．８） ４，３４８（１５８．１）

第１位
悪性新生物 悪性新生物

８，３０１（３０１．１） ８，４２７（３０６．３）

第４位
心不全 肺炎

２，２４２（８１．３） １，９１９（６９．８）

第３位
老衰 老衰

２，７３４（９９．２） ２，２９５（８３．４）

第５位
肺炎 脳血管疾患

２，００４（７２．７） １，８６５（６７．８）
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人口の区別分布 

（単位：人・世帯） 

（参考）

総数 男 女 世帯数

全市 ２,７７０,５２０ １,３３２,９９８ １,４３７,５２２ １,５３０,５７２

北 １４５,２２６ ７０,６６５ ７４,５６１ ９０,７７４

都島 １０８,４４１ ５１,８４９ ５６,５９２ ５９,２７８

福島 ８１,９７５ ３８,８２９ ４３,１４６ ４５,３３３

此花 ６４,０５０ ３０,９７９ ３３,０７１ ３２,６６１

中央 １１３,９５４ ５３,５６６ ６０,３８８ ７５,００７

西 １１０,７８０ ５１,９４６ ５８,８３４ ６９,２６４

港 ７９,６５６ ３８,６５９ ４０,９９７ ４３,５９１

大正 ５９,４６５ ２８,８２３ ３０,６４２ ２９,６８７

天王寺 ８５,２９１ ３９,２３８ ４６,０５３ ４４,６８８

浪速 ８１,８５５ ４１,７２２ ４０,１３３ ５９,８７９

西淀川 ９５,８６５ ４６,７４９ ４９,１１６ ４８,６７７

淀川 １８５,７０９ ９２,６７０ ９３,０３９ １０８,６７７

東淀川 １７６,１３４ ８６,０７８ ９０,０５６ １０２,０１２

東成 ８５,８７１ ４０,３２７ ４５,５４４ ４８,０１３

生野 １２６,７８９ ６０,１７６ ６６,６１３ ７０,３４６

旭 ８９,２００ ４２,５６０ ４６,６４０ ４６,３７０

城東 １６７,４０９ ７９,２１７ ８８,１９２ ８４,２２９

鶴見 １１１,５３３ ５２,４６５ ５９,０６８ ４９,８８０

阿倍野 １１１,５６５ ５１,４０１ ６０,１６４ ５５,２５２

住之江 １１７,１５９ ５６,３７６ ６０,７８３ ６０,６８７

住吉 １５２,０８８ ７０,４３２ ８１,６５６ ８０,２８５

東住吉 １２７,８８０ ６０,０２９ ６７,８５１ ６４,２８５

平野 １８６,８４３ ８７,５８４ ９９,２５９ ９３,９８９

西成 １０５,７８２ ６０,６５８ ４５,１２４ ６７,７０８

区名
人口

 

令和５年１０月１日現在 大阪市の推計人口 大阪市計画調整局調べ 
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第２節 大阪市における地域保健体制 

 

１ 地域保健行政の変遷 

 

近年の急速な少子高齢化の進行、慢性的な疾患や複数の疾患を持つ者の増加等による疾

病構造の変化、地域住民のニーズの多様化や食品の安全性や地球環境問題への住民意識の

高まりなどに対応し、サービスの受け手である生活者の立場を重視した地域保健の新たな

体系を構築するため国においては、平成６年に保健所法を抜本的に見直し地域保健法へ移

行した。 

本市では、昭和１２年に保健所法公布を受け、昭和１３年に阿倍野保健所（阿倍野区阪南

町）が最初に開設され、その後、市内各所に保健所が開設された。そして、市民の公衆衛生

思想の向上に努め、伝染病の撲滅などに大きな力を発揮し、これまでも各時代の市民ニーズ

に合わせ各区の保健所を中心とし、老人保健、母子保健、精神保健、結核・感染症、公害及

び環境・食品衛生等の保健衛生施策を展開し、一定の成果を上げた。 

しかし、地域保健法の趣旨にある、保健所を地域保健の広域的・専門的・技術的拠点とし

て機能強化し、市民ニーズに対応した保健衛生施策を推進していくためには、市域全体を視

野に入れ、地域に密着していくべき業務と、全市的立場で行うほうがより効果的な業務に機

能分担し、相互連携のもとトータルとして市民サービスの向上に資し、かつ効果的な推進体

制の整備を図っていくべきであるとの判断から、全市１保健所・２４保健センター体制であ

る保健所および保健センター条例を平成１１年５月に公布し、平成１２年４月に体制を移

行した。 

また、平成１４年４月に保健センターを区役所組織へ移管し、さらに、平成１５年４月、

区役所の健康福祉サービス課と福祉事務所、保健センターを一体化した「保健福祉センター」

を開設し、保健と福祉の連携したシステムを充実させた。そして、より一層効果的な感染症

対策を実施するため、健康福祉局感染症対策室を保健所に統合し、地域保健体制の充実を図

った。 

平成２０年１１月に食中毒事件等緊急事態発生時に柔軟かつ的確に対応するため、市内

５か所に生活衛生監視事務所（北部・西部・東部・南東部・南西部）を設置し、各区保健福

祉センターの環境衛生・食品衛生関係業務を集約化することにより、申請受付や監視指導な

どの業務を効果的・効率的に行うとともに、健康危機管理体制の充実、強化を図り、保健衛

生施策を推進している。 
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２ 大阪市保健所の構築と事務分掌 

 

地域保健法の主旨を尊重して、広域的・専門的・技術的拠点として機能強化を図り、全市

を所轄する保健所として構築し、感染症予防や結核罹患率を改善するための総合的結核対

策、生活環境部門では環境衛生・食品衛生、加えて医療監視など、各区保健福祉センターと

それぞれの役割分担と相互連携を図りながら保健衛生行政を推進している。 

 

[管理課] 

保健所の運営管理及び統括を行うとともに、母子保健事業、難病対策事業、栄養改善事業

及び公害健康被害の補償等制度業務を実施、さらに各区保健福祉センターへの業務支援等

を行うなど、広域的・専門的・技術的観点から効果的な対人保健サービスを実施している。 

 

[保健医療対策課] 

病院・診療所等の許可・届出に関する事務を行うとともに、平成１５年度からは、全区の

医療機関への医療法第２５条に基づく立入検査を一元化して実施し、指導の一層の強化に

努めている。さらに、平成２２年１０月から市内の医療法人に対する認可、届出等の業務に

ついて、大阪府から移譲を受けたことに伴い、運営母体と施設の横断的な指導も可能となっ

た。また、保健衛生システムの運用を行うとともに、時代ニーズに沿った保健情報の収集・

分析・加工・提供及び調査研究の推進、技術支援により本市保健事業の向上を図っている。 

 

[感染症対策課] 

感染症発生時疫学調査、感染症発生動向調査事業、新型インフルエンザなどの感染症対策

及び各種予防接種事業の実施により疾病の発生及びまん延防止を図る。 

また、エイズについて正しい知識の普及･啓発、検査体制の充実等、総合的対策に取り組

んでいる。さらに、結核対策として結核罹患率(人口１０万人あたりの新規登録患者数)の半

減に向け、結核定期健康診断、結核予防接種（ＢＣＧ）事業及びＤＯＴＳ（直接服薬確認療

法）事業等を実施している。 

 

 

[環境衛生監視課]  

環境衛生関係施設のうち、大規模かつ多数人が利用する施設（旅館・興行場・公衆浴場・

温泉・墓地・特定建築物・専用水道・浄化槽・化製場等）に対し、統一的・効率的な許可・

届出確認を行うとともに、これら施設に良好な衛生状態を維持させ、市民等が安心して利用

できるよう広域的・専門的な監視指導を実施している。 

また、国家戦略特別区域法に基づく認定等及び住宅宿泊事業法に基づく届出に関する業

務を行っている。 
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その他、家庭用品に含まれる有害物質による健康被害を防止するための規制、法対象とな

らない小規模給水施設の衛生管理向上のための調査・啓発等を行っている。 

 

[食品衛生監視課] 

近年の食品流通の広域・大量化や食品製造施設の大型化、輸入食品の増大など食品を取り

巻く状況に的確・効果的に対応するため、各施設に立入り、食品等事業者のＨＡＣＣＰに沿

った衛生管理に対する指導・助言を行うとともに、食品の検査結果、施設の拭き取り検査結

果等を用い、効果的な監視指導を行っている。 

また、輸入食品・広域流通食品等にかかる違反事例発生時には危害拡大防止のための必要

な措置、原因究明調査を実施するとともに、再発防止対策の徹底を図っている。 

事業者が自主的に違反食品等の排除に取り組む自主回収に関する情報を、速やかに消費

者へ周知することにより、食品等による健康被害の発生防止を図っている。 

 

[生活衛生監視事務所] 

食生活の安全を確保し、飲食に起因する健康被害の未然防止や拡大防止を図るため、飲食

店をはじめ食品関係施設の許可並びに監視指導を行うとともに食品の検査や施設の拭き取

り検査を行い、施設・設備の衛生確保と不良食品の発見、排除に努めている。また、食中毒

の発生や違反食品の発見時には迅速に調査等を行い再発防止等の対策を講じている。 

また、原則として全ての食品等事業者にＨＡＣＣＰに沿った衛生管理が義務付けられた

ことに伴い設けられた営業届出制度により、対象事業者を把握し、必要な指導を行っている。 

理容所、美容所、クリーニング所の届出にかかる検査確認や監視指導、遊泳場及び簡易専

用水道に対する監視指導を行い衛生の確保に努めている。 

さらに、狂犬病予防、動物愛護、ねずみ・衛生害虫に係る相談指導業務を行っている。 

 

[保健衛生検査所] 

保健所・保健福祉センターにおける保健衛生事業について、感染症対策や３歳児健診に係

る検査、食品関係施設の食品の検査や施設の拭き取り検査、遊泳場の水質検査及び有害家庭

用品に関する検査等、衛生上の試験検査業務を担う。さらに、医療法に基づく病院立入検査

（医薬品安全管理及び検体検査関係）業務を実施している。 

 

[放射線技術検査所] 

保健衛生事業における放射線業務として、各区保健福祉センターにおける結核対策、肺が

ん検診をはじめ、検診車での乳がん検診、結核健診時のエックス線撮影検査業務を担う。ま

た、乳がん検診事業における読影センターの運営を担う。 

さらに、医療法に基づく立入検査、放射線管理等に係わる業務を実施している。 
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第 3 節 保健所の機構 

 

１ 機構 

 

（１） 局機構 (平成２４年４月１日から健康局) 

  

健康局

総務部

総務課

（大阪健康安全基盤研究所支援グループ）

経理課 （経理グループ）

環境科学研究センター

健康推進部

動物管理センター

動物管理センター分室

保健所

（総務グループ）（病院機構支援グループ）

（健康づくりグループ）（成人保健グループ）

（環境衛生グループ）（薬務指導グループ）（食品衛生グループ）

（乳肉衛生・動物管理グループ）

中央卸売市場　食品衛生検査所

中央卸売市場　東部市場　食品衛生検査所

こころの健康センター （精神保健医療グループ）（地域ケアグループ）

食肉衛生検査所

健康施策課 （管理グループ）（保健医療グループ）

健康づくり課

生活衛生課
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（２）  保健所機構 

 

旅館業指導グループ

食品衛生監視課

北部生活衛生監視事務所

西部生活衛生監視事務所

大阪市保健所

感染症計画推進グループ

環境衛生監視課 環境衛生指導グループ

管理課 管理グループ

東部生活衛生監視事務所

南東部生活衛生監視事務所

南西部生活衛生監視事務所

保健事業グループ

健康栄養グループ

審査・給付グループ

保健衛生検査所

企画調査グループ

感染症対策課 感染症グループ

結核グループ

保健医療対策課 医療指導グループ

医療法人グループ

保健情報グループ

放射線技術検査所

 

 



12 

 

２  保健所事務分掌一覧表 

   生活衛生監視事務所

・食品衛生関係施設、理容所、美容所、クリーニング所、遊泳場、簡易専用水道の許認可、

　届出、監視指導に関すること

・食中毒、違反食品等の調査に関すること

・狂犬病予防、動物愛護、ねずみ衛生害虫に関すること

旅館業指導

・旅館業の許可、届出、監視指導に関すること

・国家戦略特別区域外国人滞在施設経営事業に関すること

・住宅宿泊事業に関すること

   食品衛生監視課

・大規模食品衛生関係施設の監視指導に関すること

・違反食品等の調査に関すること

・食品等の自主回収報告制度に関すること

環
境
衛
生
監
視
課

環境衛生指導

・興行場、公衆浴場、温泉、墓地、納骨堂、火葬場、化製場の許可、届出、

　監視指導に関すること

・特定建築物、浄化槽の届出審査及び監視指導に関すること

・専用水道の確認審査及び監視指導に関すること

・小規模給水施設の啓発指導に関すること

・有害家庭用品の流通規制に関すること

企画調査
・保健衛生情報の収集及び発信、技術支援、調査研究に関すること

・衛生教育に関すること

感
染
症
対
策
課

感染症

・感染症対策に関すること　　

・予防接種業務に関すること

・ＨIＶに関すること

・献血推進事業に関すること

保
健
医
療
対
策
課 保健情報

・保健衛生統計情報等の収集及び提供に関すること

・保健衛生情報のシステムに関すること

・診療所等の許可、届出に関すること

・病院、診療所等の立入検査に関すること

・衛生検査所の登録、立入検査に関すること

・医療安全相談窓口に関すること

医療法人

・医療法人の認可、届出に関すること

・病院の許可、届出に関すること

・医師、看護師等免許に関すること

医療指導

・保健福祉センターの検査業務の実施及び連絡調整に関すること

・保健衛生検査業務に係る調査及び研究に関すること

放射線技術検査所

・放射線検査業務、医療法立入検査に関すること

・保健福祉センター、検診車業務の実施及び連絡調整に関すること

・マンモグラフィ読影センターの運営に関すること

・放射線業務に係る調査及び研究に関すること

保健衛生検査所

・保健、環境、食品衛生上の試験及び検査、医療法立入検査に関すること

審査・給付 ・公害健康被害の補償等に関する法律に基づく審査および認定に関すること

管
理
課

管理
・人事、給与、文書、勤怠、福利厚生、被服に関すること

・「地域保健・健康増進事業統計」に関すること等

保健事業

・公害保健福祉事業に関すること

・公害健康被害予防事業(環境保健事業)に関すること

・難病対策に関すること

・母子関係医療費助成に関すること　

・各種保健事業の報告に関すること

健康栄養 ・栄養の改善、指導及び調査、食育並びに関係団体の指導育成に関すること

・感染症予防計画・健康危機対処計画に関すること　

結核 ・結核対策に関すること　　

感染症計画推進
・新型コロナウイルス感染症に関すること
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第２章 保健衛生部門 

 

第１節 母子保健事業 

 

１ 小児慢性特定疾病 

 

（１）小児慢性特定疾病医療支援事業 

 小児慢性疾病のうち特定疾病については、その治療が長期間にわたり、医療費の負担も

高額となり、これを放置することは児童の健全な育成を阻害することとなるため、その医

療の確立と普及を図り、あわせて患者家族の医療費の負担軽減に資することを目的に実

施している。 

本事業は、昭和４９年度に疾患別の各事業を整理統合された小児慢性特定疾患治療研

究事業として創設され、昭和５９年度に一部の疾患において対象年齢を１８歳未満から

２０歳未満に延長、平成２年度には神経・筋疾病（点頭てんかん）が追加され、給付の拡

大が図られた。 

平成１７年４月には児童福祉法に基づく新たな小児慢性特定疾患治療研究事業として

法制化され、対象疾病の追加や除外及び対象患者の重点化が行われたことにより、対象の

可否については、疾病名だけでなく病状の程度により判断されるようになった。また、所

得に応じた一部自己負担額が導入されるとともに、小児慢性特定疾患児日常生活用具給

付事業などの福祉サービスが実施された。 

さらに、平成２７年１月の児童福祉法の一部改正により、新たな公平かつ安定的な医療

費助成の制度を確立することとして小児慢性特定疾病医療支援事業として再構築され、

他の医療費助成制度との均衡を図るために一部自己負担額の見直しが行われた。また、医

療の質を担保する観点から指定医・指定医療機関制度が導入されるとともに、小児慢性特

定疾病児童等自立支援事業の実施などについても規定された。 

なお、対象疾病については、平成２７年１月に５１４疾病から７０４疾病へと大幅に拡

大された以降も、平成２９年４月に７２２疾病、平成３０年４月に７５６疾病、令和元年

７月に７６２疾病、令和３年１１月に７８８疾病となっている。 
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小児慢性特定疾病医療給付状況（人数） 

（令和５年度） 

 

 

（２）小児慢性特定疾病児童手帳交付事業 

 小児慢性特定疾病児童等（以下「小慢児童等」という。）の症状が急変した場合に、

その場にいる周囲の者による医療機関等への連絡等が速やかに行われ、また、学校生活

等において関係者が小慢児童等の症状を正しく理解し適切な対応が図られるよう、本人

の健康状態の記録やかかりつけ医療機関の連絡先等を記入するとともに、一貫した治療

経過を記録するなど、自らの疾病の状態を記載することにより、自身の疾病の状態の理

解及び自己肯定力の強化を図り、小慢児童等の福祉の増進及び自立の支援を図ることを

目的とする。（平成８年１月から交付開始） 

交付数 ５３４冊 

 

（３）小児慢性特定疾病児日常生活用具給付事業 

 小児慢性特定疾病児童等に対し、特殊寝台等の日常生活用具を給付することにより、

日常生活の便宜を図り児童等の健全な育成を目的とする。 

 

  

悪性新生物 Ｓ４６ １０７ １８１ ２８８

疾　患　群　名 発足年数 入院 通院 計

慢性呼吸器疾患 Ｓ４７ ６３ ４６ １０９

慢性腎疾患 Ｓ４７ ２３ ８３ １０６

内分泌疾患 Ｓ４９ １６ ４０２ ４１８

慢性心疾患 Ｓ４９ １６２ ２１８ ３８０

糖尿病 Ｓ４８ ８ １１６ １２４

膠原病 Ｓ４９ １２ ５６ ６８

血液疾患 Ｓ４４ １１ ５４ ６５

先天性代謝異常 Ｓ４３ ２４ ４３ ６７

７６

免疫疾患 Ｓ４４ ７ １６ ２３

神経・筋疾患 Ｓ５１ １８０ １８２ ３６２

計 ７３４ １,５６５ ２,２９９

皮膚疾患 Ｈ２７ ２ １２ １４

骨系統疾患 Ｈ３０ １２ ２３ ３５

脈管系疾患 Ｈ３０ ３ ５ ８

慢性消化器疾患 Ｈ１７ ６４ ９２ １５６

染色体又は遺伝子に変化を伴う症候群 Ｈ２７ ４０ ３６
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小児慢性特定疾病児日常生活用具給付件数 

（令和５年度） 

 
 

（４）長期療養児療育指導 

小児慢性特定疾病など慢性疾病にかかっていることにより長期にわたり療養を必要と

する児童について、各区保健福祉センターにおいて小児慢性特定疾病医療支援事業申請

時等に面接相談を行い、必要に応じて、訪問相談や関係機関と連携を図りながら支援を

実施している。 

（令和５年度）      

 

 

 

（５）小児慢性特定疾病児等療養相談会 

 小児慢性特定疾病児等及びその家族に対し、子どもの健全育成の推進と、日常生活上

生じる問題や障がいの軽減を図ることを目的として、子どもの状況に応じた講演会、医

師相談・保健指導・食生活相談・小児慢性特定疾病児等の養育経験者（ピアカウンセラ

ー）による助言相談及び参加者同士の交流会の内容で療養相談会を実施している。(平

成１２年度から実施) 

 

 

 

 

 

種目 件数 種目 件数

便器 -      頭部保護帽 -        

特殊マット 1      電気式たん吸引器 9        

特殊便器 -      クールベスト -        

特殊寝台 1      紫外線カットクリーム -        

歩行支援用具 1        ネブライザー(吸入器) 2        

入浴補助用具 -      パルスオキシメーター 3        

特殊尿器 -      ストーマ装具（消化器系） 6        

体位変換器 -      ストーマ装具（尿路系） -        

車椅子 -      人工鼻 1        

合                               計 24     

面接 訪問

1041人 356人

長期療養児面接・訪問状況
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○実施状況                            （令和５年度） 

 

 ［従事者］ 医師、保健師、栄養士、事務職員、自立支援員等 

 

（６）高度な医療的ケアが必要なこども（以下「医療的ケア児」）の在宅療養支援事業 

保健師の知識および技術の習得を図ること、並びに地域の関係機関との「顔の見える 

 関係」の構築および連携促進を図ることを目的に、保健福祉センター保健師および、医

療、福祉、教育その他の在宅療養支援にかかる相互交流・協力体制の整備を促進する研

修会を実施している。 

会場 (人)

内容

会場
申込
件数
（組）

会場
参加
件数
（組）

母 父
祖父
母

きょ
う
だい

本児 その他 計
講
師
①

講
師
②

医
療

療
養

栄養
自立
支援

交
流
会

第1回 7月12日（水）13時30分～15時30分
①就学に向けて・地域の小学校の生活
②特別支援学校の学校生活

19 18 17 2 0 0 2 1 22 4 3 0 0 1 1

第2回 8月9日（水）13時30分～15時30分
医療機器を使用しているお子さまの災害の
備えについて

6 4 2 2 0 0 0 0 4 1 0 0 1 1 2

第3回 8月19日（土）13時30分～15時30分
（中高生のための）進路選択学習会！～病
気と付き合いながら進学・就労にむけて～

10 7 6 1 0 0 3 0 10 2 0 0 0 1 10

第4回 9月2日（土）13時30分～15時30分
聞いてみよう！先輩ママの子育て体験談♪
親子でいっしょに遊ぼう♪

8 7 6 4 0 0 3 0 13 0 0 0 1 10

合計 43 36 31 9 0 0 8 1 49 7 3 0 0 2 4 22

動画③移行期医療を知っていますか？
　　　　　　　　～子どもの自立に向けて今できること～

31 27

動画①児童発達支援センターってどんなところ？ 15 23

動画②医療的ケアが必要なお子さんの保育所生活に
　　　　向けて

16 21

会場申込
・参加件数

会場参加者数（人） 会場個別相談（組）

動画配信 申込件数 視聴回数
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開催日・場所 講演内容 参加人数

令和6年3月6日（水）

天王寺区役所 講堂

◆テーマ「大阪府医療的ケア児支援センターの現状と課題について」

【講演】

大阪府医療的ケア児支援センター

【パネルディスカッショ ン・情報交換】

◆　テーマ　「「医療的ケア児の就学、学校生活の実際　多職種連携で出来るこ

とを考えよう ！」

・講演1　「大阪市の特別支援教育」

大阪市教育委員会

・講演2　「地域小学校の立場から」

大阪市小学校

・講演3　「支援学校の立場から」

大阪府立支援学校

・講演4　「放課後デイサービスの立場から」

 児童発達支援管理責任者

【参加者　103名】

・看護師24名（内　障がい児通所支援事業所9名、保育園7名、

訪問看護6名、病院2名）

・保健師24名

・相談支援専門員23名

・医師7 名（内、行政3名、病院2名、診療所2名）

・保育士6名（内　障がい児通所支援事業所3名、保育園3名）

・相談支援事業所管理者3名

・福祉局職員3名

・児童発達支援管理責任者2名

・養護教諭2名

・教諭2名

・教育委員会職員2名

・薬剤師1名

・ヘルパー1名

・理学療法士1名

・作業療法士1名

・訪問看護事務1名
 

 

２ 先天性代謝異常等検査 

 

生後４から６日目の新生児を対象として、心身障がい（精神遅滞、脳障がい、その他身体

障がい等）の原因になる疾患（疑い）を早期発見し、早期に治療ができるようにすることを

目的としたマススクリーニング検査を実施している。 

令和６年３月からは、検査対象疾患拡充に向けた国（こども家庭庁）の実証事業に参加し、

従来の検査対象疾患（２６疾患）に、重症複合免疫不全症（ＳＣＩＤ）と脊髄性筋萎縮症（Ｓ

ＭＡ）の２疾患を加えた検査を実施している。 

 

○先天性代謝異常（昭和５２年１０月から実施） 

・フェニルケトン尿症  ・メープルシロップ尿症     ・ホモシスチン尿症  

・ガラクトース血症    

・その他代謝異常（平成２１年４月から実施） 

○内分泌疾患 

・先天性副腎過形成症（昭和５２年１０月から実施） 

・先天性甲状腺機能低下症（昭和５５年１月から実施） 

○新生児マススクリーニング検査に関する実証事業（令和６年３月から実施） 

 ・重症複合免疫不全症（ＳＣＩＤ） 

 ・脊髄性筋萎縮症（ＳＭＡ） 

先天性代謝異常 延 ２０，１３２件

内分泌疾患 延 ２０，５８２件

実証事業（令和６年３月から実施）
重症複合免疫不全症・脊髄性筋萎縮症

延 １，３７０件
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３ 未熟児養育医療給付 

  

未熟児は、正常な新生児に比べて疾患にかかりやすく、心身の障がいを残すことも多い

ことから、生後すみやかに適切な処置を講ずることが必要である。 

このため、母子保健法に基づき、入院を必要とする未熟児に対し、指定医療機関におい

て養育に必要な医療の給付を行っている。 

給付人数７９１人 

 

４ 自立支援医療（育成医療） 

 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する法律に基づき、身体障がいのある児

童、またはそのまま放置すると将来障がいを残すと認められる児童が、手術等の治療を受

けることにより、その障がいが軽減される場合、指定の医療機関で受ける医療費の一部公

費負担を行っている。 

給付人数１７４人 

 

 

５ 結核児童療育給付  

 

結核療養は、非常に長期にわたり、医療費の負担も高額となることから、児童福祉法に

基づき、心身の発達途上にある児童に対し、入院療養に併せて学習の援助を指定医療機関

において行っている。 

給付人数０人 
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第２節 難病対策事業 

 

１ 指定難病・特定疾患 

 

（１）難病の患者に対する医療等に関する法律による医療費助成制度 

 難病（発病の機構が明らかでなく、かつ、治療方法が確立していない希少な疾病であ

って、当該疾病にかかることにより長期にわたり療養を必要とすることとなるものをい

う。）の患者に対する良質かつ適切な医療の確保及び難病の患者の療養生活の質の維持

向上を図り、もって国民保健の向上を図ることを目的として平成２７年１月から施行さ

れた「難病の患者に対する医療等に関する法律（難病法）」に基づき、医療費助成を実

施している。 

法施行以前は、特定疾患治療研究事業実施要綱に基づく都道府県業務として実施され

ていたが、公平かつ安定的な制度の確立のため難病法として制定され、平成３０年４月

からは難病法第４０条（大都市特例）により本市が実施主体となった。 

難病法に基づく医療費助成制度では、他の医療費助成制度との均衡を図るために、自

己負担額が見直され、また、医療の質を担保する観点から指定医・指定医療機関制度が

導入されている。 

医療費助成の対象疾病については、難病法施行時、平成２６年１２月まで特定疾患治

療研究事業の対象となっていた５３疾病を含む１１０疾病が対象となり、その後も対象

疾病が増え、令和６年４月現在３４１疾病に拡大されている。 

特定医療費（指定難病）受給者証所持者数

（令和６年３月３１日現在）

２３，０９０人
 

 

（２）在宅人工呼吸器使用患者支援事業 

人工呼吸器使用について特別の配慮を必要とする難病の患者に対し、訪問看護に必要

な費用を交付する。 

登録者数

（令和６年３月３１日現在）

７人
 

 

（３）大阪府特定疾患医療費援助事業 

原因が不明であって、治療方法が確立していない、いわゆる難病のうち、特定の疾患
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については、治療が極めて困難であり医療費も高額であることから、医療費援助による

負担軽減を行うことにより医療水準の向上を図り、もって難病に関する適正医療の普及

を推進することを目的とし、都道府県業務として大阪府が実施している。 

平成２７年１月から「難病の患者に対する医療等に関する法律（難病法）」が施行さ

れたことに伴い、難病法に基づく医療費助成の支給対象となる指定難病を除いた４疾患

が対象となった。 

特定疾患医療受給者証所持者数

（令和６年３月３１日現在）

大阪市 ２１人

 

 

２ こども難病 

 

（１）こども難病医療費助成事業 

完治困難な慢性疾患にかかっていることにより、長期にわたり療養が必要な市内に住

所を有する満１８歳未満（本事業による医療費助成を受けている方のうち、満１８歳到

達後も引き続き医療を必要とする方については満２０歳到達まで）の患者のうち、他の

医療費助成制度の対象とならない児童等に対して、当該疾病にかかる医療費の一部を助

成することにより、その健全な育成に資することを目的として平成２４年１１月から医

療費助成を行っている。 

対象疾病については、令和３年１１月に３疾病となっている。 

                      給付実績なし（令和５年度） 

 

（２）こども難病日常生活用具給付事業 

平成２４年１１月１日から、こども難病医療費助成事業の対象者に対し、特殊寝台等

の日常生活用具を給付することにより、日常生活の便宜を図り児童等の健全な育成を目

的とする。 

種目 種目

① 便器 ⑩ 頭部保護帽

② 特殊マット ⑪ 電気式たん吸引器

③ 特殊便器 ⑫ クールベスト

④ 特殊寝台 ⑬ ネブライザー（吸入器）

⑤ 歩行支援用具 ⑭ パルスオキシメーター

⑥ 入浴補助用具 ⑮ ストーマ装具（消化器系）

ストーマ装具（尿路系）

⑧ 体位変換器 ⑰ 人工鼻

⑨ 車椅子

⑦ 特殊尿器 ⑯

 
給付実績なし （令和５年度） 
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３ 難病患者地域支援対策事業 

（１）患者面接、訪問指導（訪問相談・指導事業） 

難病は原因が不明で、治療法が未確立なため、療養が長期化し、日常生活に問題や障

害が生じ、不安を抱えながら療養生活を送ることが多いため、各区保健福祉センターに

おいて特定医療費(指定難病)受給者証交付申請時等に面接相談を行い、必要に応じて、

訪問相談や関係機関と連携を図りながら支援を実施している。 

 

   難病患者面接・訪問(延数) （令和５年度） 

面接 訪問

４，００２人 ６９４人
 

 

（２）難病患者療養相談会（医療相談事業） 

原因が不明で、治療法が未確立のいわゆる難病について、不安を抱きながら療養生活

を送っている患者及びその家族に対して、同じ病気を持つ者同士を一堂に会し、相談に

応ずることにより、適切な治療、保健、栄養、福祉に関する指導・助言並びに患者・家

族の交流等を行い、日常生活上生じる問題や障害の軽減を図るために実施している。 

 

○実施状況     [従事者] 専門医師、保健師、栄養士、事務職員等   （令和５年度） 

※件数は組数を示す *申込あったが既に定員に達しており、参加を断った件数も含む

本人

のみ

本人

と

付添

家族

等

のみ

西区民センター 25 23 15 7 1 31 14 9 1 3 7

31 29 4 15 10 55 16 10 7 9 8

45

(*70)
38 16 15 7 55 12 14 0 1 0 37

北区民センター 40 27 12 11 4 40 16 14 1 4 3

合計 141 117 47 48 22 181 58 47 9 17 18 37

北区民センター 42 38 31 5 2 45 26 0 21 3

33 30 23 5 2 30 18 0 8 11

35 32 29 3 0 35 13 1 5 1 29

合計 110 100 83 13 4 110 57 1 34 15 29

消化器 天王寺区民センター 34 29 20 6 3 33 8 1 6 0 29

眼 天王寺区民センター 15 10 3 7 0 17 4 0 3 0 5 10

天王寺区民センター 17 11 8 2 1 13 10 1 2 1

北区民センター 18 16 11 3 2 19 10 4 1 2 6

北区民センター 28 16 14 1 1 16 15 1 4 1

合計 63 43 33 6 4 48 35 4 3 8 8

希少難病 大阪急性期総合医療センター 1 1 0 1 0 1 1 1

働き方

学習会
阿倍野区役所 50 32 30 2 0 34 17 0

講演会 北区民センター 183 129

597 332 216 83 33 555 163 51 15 20 65 46 105合　計

天王寺区民センター

天王寺区民センター

神

経

・

筋

（
４

回

）

膠

原

病

（
３

回

）

・

皮

膚

・

腎

そ

の

他

疾

病

（
３

回

）

個別相談内訳（延数） 交

流

会

の

み

学

習

会

展

示

会

件数

医療 ﾘﾊﾋﾞﾘ 療養
福祉

就労
食生活

疾

病

群

場所
申込

件数

相談会参加件数

参加

者

総数件数

同伴者状況
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（３）難病患者ケース検討会（在宅療養支援計画策定・評価事業） 

地域において安心で安全な療養生活を確保し、より一層の支援体制の強化を図るた

め、保健師が作成した計画について、第三者に評価され、総合的な支援計画を検討する

目的で実施している。ケース検討を通じて関係者の理解の促進や、密接な連携を図る機

会としている。 

 

〇実施状況                            （令和５年度） 

医療圏 開催日時 場所 検討疾患

1 東部 令和5年11月22日(水) ＡＬＳ（３事例）

2 南部 令和5年12月25日(月)
ベーチェット病
パーキンソン病
多発性硬化症

3 北部 令和6年1月23日(火)
都島区保健福祉センター

分館
多系統萎縮症
ＡＬＳ

4 西部 令和6年2月9日(金) 西区役所 ＡＬＳ（３事例）

人材開発センター

 

 [従事者] 保健師、専門医師、難病医療コーディネーター、難病拠点病院相談員 等 

 

 

第３節 栄養改善事業 

 

わが国は、平均寿命の伸長と出生率の低下に伴い、人口構造の高齢化が急速に進行する

一方、社会構造の変化による運動不足や、ストレス過多、栄養のアンバランスなどの健康

阻害因子が増加し、生活習慣病等の発症につながっている。 

現在、市民の栄養状況は、平均的にはほぼ好ましい状況に達しているものの、個々人で

は過不足が多く見られており、一層の栄養改善事業の推進が必要である。こうした状況の

もとで生活習慣病を予防し、市民がそれぞれの生活において健康的な食生活を実践できる

ように支援する活動が重要である。 

保健所では、外食等も含めた食環境づくりや給食施設指導業務等の広域的・専門的業務

を中心に実施し、住民に密着した業務を実施する保健福祉センターと機能分担し、大阪市

健康増進計画「すこやか大阪２１（第３次）」及び「第４次大阪市食育推進計画」の主旨

を踏まえながら、栄養改善事業を効果的に推進している。 

 

 

１ 健康増進法等関係業務 

 

（１）国民健康・栄養調査 

国民の健康増進の総合的な推進を図るための基礎資料として、国民の身体の状況、栄養
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摂取量及び生活習慣の状況を明らかにするため、健康増進法第１０条に基づき、毎年、厚

生労働省が指定する調査地区に居住する世帯（世帯員）に対して、次の調査を行っている。 

 

調査内容 

①栄養摂取状況調査（１歳以上）※但し、歩数調査は２０歳以上。 

②身体状況調査 (１歳以上) 

※但し、血液検査、血圧測定、腹囲測定、問診は２０歳以上。 

③生活習慣調査 （２０歳以上） 

 

令和５年度 実施状況 

32 12 26西成 11月28日(火) 11月29日(水) 28 14 20 39

11阿倍野 11月20日(月) 11月21日(火) 27 5 8 12

19 6 16東住吉 11月15日(水) 11月16日(木) 24 12 14 20

生野 11月29日(水) 11月30日(木) 20 11

5 8

8 15

東淀川 11月27日(月) 11月28日（火） 24 24

6東淀川 11月27日（月） 11月28日（火） 11 7

合  　計 159 92

調査日

対象
世帯数

調査
世帯数

調査実施人数

栄養摂取 身体 栄養摂取 生活習慣

検査 調査状況調査

3 3 8都島 11月18日（土）

港 11月15日（水） 11月16日（木）

状況調査 状況調査

105

血液

92 33

11月20日（月） 11 6

7 5 15

8

6 2

14 13

3 0

13 3 15

9 2

68 124

歩数 身体状況

調査 調査

4 8

6 14

3 8

 

 

（２）アレルギー予防教室・アトピー相談事業 

アレルギー素因のある乳幼児を対象に実施している本事業において、離乳食のすすめ

方についての講話や個別食生活相談を行うとともに、併せてアトピー性皮膚炎に関する

食生活相談を行っている。 

令和５年度 実施状況 

実施回数 集団指導 個別食生活相談

アレルギー予防教室
６回 ９０人

４人

アトピー相談 ７２人  

 

（３）難病患者療養相談会 

不安を抱きながら療養生活を送られている難病患者及びその家族に対し、難病患者療

養相談会において、個別食生活相談を実施し、１日の食事量や食事バランス、病状改善の

ための食事療法のポイントなど、食生活に関する指導・助言を行っている。                                  

（令和５年度 回数１２回・相談人数６６人） 
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（４）小児慢性特定疾病児等療養相談会 

小児慢性特定疾病の治療・管理の期間は長期にわたることが多く、その間に成長を伴う

ことなどから特に食事面の配慮が必要であり、保護者の関心も高いことから、療養相談会

に参加された子ども及び家族に個別食生活相談を実施し、１日の食事量や食事のバラン

ス、調理の工夫等について指導・助言を行うことにより、地域での生活を支援している。 

（令和５年度 回数４回・相談人数２人） 

 

（５）給食施設の指導 

健康増進法に基づいて特定給食施設（※１） の状況を把握するとともに、施設管理

者及び関係者に対して適切な給食の実施・栄養管理等に関する指導を行い、喫食者の栄

養状態の改善に努めることにより、市民の健康の保持増進を目的として、保健所栄養指

導員（管理栄養士）が全市的に指導を行っている。 

また、特定給食施設に準ずる施設（※２）についても指導を行っている。 

 

              市内給食施設数       令和６年３月末現在 

646

1,086 690 1,776
合           計

718 368 412 278 1,130

1

そ    の    他 8 8 25 68 33 76

一般給食センター 2 1 0 0 2

150 60 361

3

矯正施設 1 0 0 0 1 0

寄宿舎 2 0 0 3 2

老人福祉施設 99 0 76 15 175 15

事業所 78 114 9 92 87

124

社会福祉施設 6 1 26 9 32 10

児童福祉施設 211 64

11 28 184

0 22 1 81 1

介護医療院 0 0 2 1 2 1

介護老人保健施設 59

206

特定給食施設　※1 その他の給食施設　※2 合      計

栄養士在 栄養士不在 栄養士在 栄養士不在 栄養士在 栄養士不在

208

病院 79 0 91 1 170 1

学校 173 180

 

※１ 特定多数人に対して継続的に１回１００食以上又は、１日２５０食以上の食事を

提供する施設 

※２ 特定多数人に対して継続的に１回５０食以上又は、１日１００食以上の食事を提

供する施設で※１を除く施設 
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ア 給食施設巡回指導 

病院（医療法に基づく立入検査時）、介護老人保健施設（介護保険法に基づく実地

指導時）、特別養護老人ホーム（介護保険法に基づく実地指導及び老人福祉法に基づ

く指導監査時）及びそれ以外の給食施設（市立の小中学校・保育所等を除く）の管理

者及び関係者に対し、巡回指導を実施している。 

 

令和５年度  給食施設巡回指導件 

95 173病            院

17児 童 福 祉 施 設

介護老人保健施設 15 8 23

56 58 114

78

老 人 福 祉 施 設

合           計

16 89そ      の     他

一般給食センター 3 0

415 391

寄      宿     舎 2 3

事　　　業     所

社 会 福 祉 施 設

学　　　　　　校 36 6 42

特定給食施設　 その他の給食施設 合計

806

27 44

3 14 17

189 91 280

105

3

5

 

 

イ 喫食者指導教室 

事業所等の給食施設において、その利用者に適切な食生活教育がなされるよう施設

の管理者や栄養士等を対象に、年１回開催している。 

 

令和５年度 開催状況 

実施日 場　所 参加数 内　容

令和６年
２月１４日(水)

～３月１３日(水)

オンデマンド
配信 ３９名

事例紹介「従業員食堂における栄養管理、健康管理の
工夫」

 

 

 

ウ 給食講演会 

適正な給食管理と給食担当者への情報提供を図るため、給食施設の従事者を対象に

講演会を開催している。 



26 

 

令和５年度 開催状況 

実施日・場所 参加数 対象施設 内　容

令和６年
２月２０日(火)

～３月２９日(金)
オンデマンド配信

３５９名 特定給食施設全施設
講演「国民健康・栄養調査から見える栄養・
食生活の課題について」

 

 

エ 管理栄養士必置指定に関わる指導 

健康増進法の規定に基づく管理栄養士必置の指定基準に該当する施設に対して調査

を行い、該当する場合は市長名で指定通知書を交付している。また、該当施設のう

ち、管理栄養士の未配置施設には、配置計画書の提出を求めている。 

 

解除通知 指定施設数
配置計画書

提出施設数

3 3 2 87施設 0施設

新規通知 変更通知

 

令和６年３月現在 

オ その他 

電話や来所による相談にも応じている。(令和５年度 相談施設数 ２２０施設) 

 

（６）外食栄養管理推進事業 

市民の健康づくりをすすめるためには、家庭内の食事だけでなく、外食をも含めた総合

的な食生活管理が必要である。 

このため、外食の多数を占める飲食店についても、栄養成分表示などの栄養情報の提供

等、適正な栄養管理を推進するとともに、市民に対しては自らの食生活管理の方法を普及

啓発している。 

 

 

ア 健康・栄養情報の提供等の普及啓発 

スーパーマーケットや大学、商業施設等と連携し、市民に対する栄養成分表示の活用

を含めた健康・栄養情報の提供等の普及啓発を行っている。（令和５年度 実施回数 

１３回 ４，７８２人） 

 

イ 飲食店等への栄養成分表示の支援 

飲食店等に対し、栄養価計算やヘルシーメニューについての相談を行っている。 

（令和５年度 相談件数：１７件） 
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ウ その他（大阪ヘルシー外食推進協議会事業） 

行政（大阪府、大阪市、堺市、豊中市、吹田市、高槻市、枚方市、八尾市、寝屋川市、

東大阪市）と飲食関係団体、企業等で組織された「大阪ヘルシー外食推進協議会」が、

ヘルシー外食の普及を目指した各事業を実施している。 

○ ヘルシー外食コンテスト２０２３ 

応募数 ２９店（内大阪市３点） 

○ ヘルシー外食フォーラム２０２３ 

令和６年１月２４日（水） 場所：インテックス大阪１号館 参加数２６５人 

○「うちのお店も健康づくり応援団」の店  

累計承認店舗数 １４，０２０店 （うち大阪市５，２１１店） 

○ ヘルシー外食だより（No.２７）の発行 

 

（７）食環境づくり推進事業 

健康寿命の延伸を最終目的とし、生活習慣病のリスク低下、すこやか大阪２１（第２次

後期）の目標である、適正体重の維持と糖尿病有病者割合の増加抑制に向け、健康的な食

生活を送ることができるよう、働き盛り世代に多い健康無関心層が自然に健康になれる

食環境をつくる。 

ア やさいＴＡＢＥ店登録状況 

令和５年度 登録状況 

     

やさいTABE店 やさい朝TABE店

登録数 161 11

登録種別

 

令和６年３月現在 

（８）食生活習慣改善指導事業 

骨粗しょう症を中心とした生活習慣病、低栄養・フレイルの予防並びに悪化の防止と健

康寿命の延伸を目的として、骨粗しょう症検診受診者に対し、検診結果を踏まえた個別指

導を行い、個々人に応じた具体的な食生活習慣改善を促している。 

(令和５年度指導件数：２９５回 ３，９６８件) 

 

（９）特別用途食品についての指導 

健康増進法第４３条において、販売に供する食品に病者用、妊産婦・授乳婦用、乳幼児

用、えん下困難者用等特別の用途に適する旨の表示、または食生活において特定の保健の

目的で摂取する者に対して、その摂取により当該保健の目的が期待できる旨の表示（特定

保健用食品）を行う場合は、消費者庁長官の許可が必要とされる。 

保健所では、その許可を受けようとする申請者に対する相談及び市民に対する普及啓

発を行っている。                （令和５年度 相談件数 １件） 



28 

 

（１０）食品表示基準（保健事項）及び食品の誇大表示に関する指導 

食品表示法に基づき栄養成分または熱量に関する表示を行おうとする場合及び健康増

進法第６５条に基づき、食品の広告その他の表示について適切な表示がなされるよう、事

業者に助言・指導を行うとともに市民に対する普及啓発を行っている。 

                         (令和５年度 指導件数２２１件) 

 

２ 健康増進関係業務(国民の健康づくり関係) 

 

（１）健康講座保健栄養コース 

市民の健康の保持増進を目指し、日常生活の実態に即した健康づくりを推進するため、

各区保健福祉センターにおいて年間１コース（１コース９回）実施している。 

本講座は、合理的な栄養のあり方をはじめ、適切な運動と休養、健康管理、食品衛生等

に関する具体的な知識及び方法を習得した健康づくり・食育推進のリーダーを養成し、地

域住民に食生活を中心とした健康自主管理の浸透を図り、市民の健康水準の向上に努め

ている。 

令和５年度 標準的内容 

「食生活改善の歩みと現状（国民健康・栄養調査の
結果）」

5 生活習慣病予防のための食生活（３）

全体のまとめ

「高血圧症・骨粗しょう症を予防しましょう」

閉講式

4 生活習慣病予防のための食生活（２） いざという時のための「食」の備え

「肥満を予防しましょう」（調理実習）

これからすすめる地区組織活動「栄養価計算、計量の仕方」（講話）

内　　容

1 開講式・オリエンテーション 6 健康にすごすための食生活（３）

健康づくりの取り組み

健康にすごすための食生活（１）

回 内　　容 回

「第4次大阪市食育推進計画（概要）とライフス
テージ別の食育」

7

3 生活習慣病予防のための食生活（１） 9

「食事バランスガイド」

「献立作成（食事バランスガイドを活用して）」

「肥満・脂質異常症・糖尿病を予防しましょ
う」

健康にすごすための食生活（４）

2 健康にすごすための食生活（２）

身近な食品衛生

8 健康寿命を延ばすための生活習慣

「やさしい栄養の話」 「食品の表示」（健康増進法、食品表示法等）

健康づくりのための運動（運動実習）

 

 

令和５年度 実施状況 

４２６人 ３，０２４人 ３７６人

受講者数 受講延人数 修了者数

 

修了者：９回のうち、６回以上出席した方 
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（２） 大阪市食生活改善推進員協議会(健康講座保健栄養コース修了者の会)の育成 

健康づくりを推進するためには、地域の連帯意識の高揚を図り、地域ぐるみの活動とす

ることが事業の成果をあげる要素の一つであり、その指導者や組織を育てることが重要

である。 

また、食生活に関する正しい知識の普及と実践は、生活習慣病予防の大きな決め手であ

り、これらの知識浸透の担い手である食生活改善推進員協議会の活動がさらに推進され

るよう、組織の充実・強化及び自主運営にむけて各種研修会の実施並びに助言・指導を行

っている。 

 

       (令和５年度  会員数 ２，６９０) 

       （研修会の実施 ５回  参加延人数 ９５２人) 

 

第４節 公害健康被害の補償等制度 

 

昭和６３年３月１日 「公害健康被害の補償等に関する法律」の改正により、第一種地域

の指定を受けていた大阪市全域を含む ４１地域全てが指定解除され、新たに健康被害者の

認定は行われないことになったが、既に認定を受けている患者（被認定者）に対する補償給

付等は継続されることとなった。 

本市では、この法律に基づいて、既存の被認定者については補償給付及び公害保健福祉事

業を実施するとともに、人の健康に着目し、健康の確保・回復を図るため環境保健事業を実

施している。 

 

１ 既存の被認定者等に対する補償 

  

（１）認定更新等 

指定解除前に申請を行い次の疾病で認定を受けている者を対象に、認定の更新、障害の

程度等について、公害健康被害認定審査会の意見を聴いて市長が決定している。 

① 慢性気管支炎及びその続発症 

② 気管支ぜん息及びその続発症 

③ ぜん息性気管支炎及びその続発症 

④ 肺気しゅ及びその続発症 

 

なお、令和６年３月３１日現在の被認定者数は４，６５１名である。 

（うち市内居住者は３，５５２名） 

（資料１） 
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（２）補償給付 

被認定者及びその遺族等に対し、療養の給付、療養手当、障害補償費、遺族補償費、遺

族補償一時金、葬祭料の６種類の補償給付を行っている。 （資料２） 

 

 

２ 公害保健福祉事業 

 

指定疾病により損なわれた被認定者の健康の回復・保持及び増進を図ることを目的とし、

次の事業を行っている。 

 

（１）リハビリテーション事業 

知識普及・訓練指導事業 

被認定者に対して、医師、保健師などチームにより、機能回復の実技指導を含めた指定

疾病に関する知識の普及及び運動療法などを行っている。 

 

実施状況 

実施場所 実施回数 参加人員

保健福祉センター ７回 ４2人
  

 

（２）転地療養事業 

被認定者を空気の清浄な自然環境において保養させるとともに、療養生活上の指導な

どを行う転地療養を実施している。 

 

実施状況 

実施回数 参加人員

亀の井ホテル富田林 ０回 ０人

実施場所

 

※新型コロナウイルス感染症の影響により中止 

 

 

（３）家庭療養用具貸与事業 

症状の程度から必要度の高い者に対して、空気清浄機及び加湿器を貸与し、治療効果

の促進及び症状の回復を図っている。 
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賞与状況 

加湿器 ０台

療養用具 貸与数

空気清浄機 ０台

 

 

（４）家庭療養指導事業 

各区保健福祉センターにおいて、被認定者に面接するほか、家庭を訪問し、日常生活の

指導等を行い、病状の回復を図るための療養指導を行っている。 

 

実施状況 

面接指導数 １５５人

指導人員

家庭訪問指導数 １7１人

  

 

（５）インフルエンザ予防接種自己負担費用助成事業 

被認定者のうち、インフルエンザに係る予防接種において、被認定者の負担となる費用

を助成することにより、健康の保持を図っている。 

 

実施状況 

対象者数(６５歳未満) ２，８２４人

費用助成者数(６５歳未満) ７５５人

対象者数(６５歳以上) １，９２６人

費用助成者数(６５歳以上) １，０３３人

  

 

３  環境保健事業 

   

大気汚染の影響による健康被害を予防する事業のうち、人の健康に着目し、健康の確保・

回復を図る事業を実施している。 

 

（１）健康相談事業 

保健所及び区民センター等において、呼吸器疾患に関する相談及び指導を行ってい

る。 
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実施状況 

実施回数 参加人員

１５回 ５３５人
 

 

（２）健康診査事業  

アレルギー素因のある幼児を対象として、医師・保健師・栄養士によるぜん息発症予防

のための保健指導を実施し、気管支ぜん息の発症の未然防止を図っている。 

 

実施状況 

実施回数 教室参加人員

６回 ６人
 

 

（３）機能訓練事業 

気管支ぜん息児童を対象として、当該疾患に関する療養上有効な機能回復訓練を行う

ことにより、健康の回復、保持及び増進を図っている。 

 

実施状況 

参加人員

ぜん息児水泳教室 コナミスポーツクラブ京橋
２教室

(各１０回)
延べ２３８人

事業名 実施場所等 実施状況

 

 

（４）医療機器等整備助成事業 

地域医療の基幹をなす公的病院に対して、慢性閉塞性肺疾患に係る医療機器の整備に

要する経費を助成することにより、当該疾患に関する医療水準の向上を図っている。 

 

実施状況 

事業名 補助対策機器

なし なし
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資料 1  公害健康被害補償制度 

① 行政区分別認定数                  令和６年３月 31日現在 

他指定地域転出

北 588 246 224 32

    事項

 区名

被認定者数

認定数
取消数

現在認定数
治ゆ等 死亡

福島 890 284 489 20 97

86

都島 821 336 334 30 121

中央 437 143 208 17 69

此花 3,305 1,620 1,323 59 303

港 1,848 858 752 34 204

西 764 441 213 18 92

天王寺 359 159 136 18 46

大正 2,212 1,127 753 52 280

西淀川 7,040 3,508 2,813 143 576

浪速 834 300 433 30 71

東淀川 1,038 483 380 50 125

淀川 1,838 821 719 70 228

生野 2,543 904 1,280 101 258

東成 663 199 337 30 97

城東 3,363 1,424 1,293 123 523

旭 960 392 392 52 124

阿倍野 623 208 298 29 88

鶴見 1,242 495 454 57 236

住吉 1,192 494 516 46 136

住之江 1,580 670 623 52 235

平野 1,580 665 638 60 217

東住吉 1,252 481 584 39 148

総計 39,907 17,083 16,940 1,233 4,651

西成 2,935 825 1,748 71 291

 

 

② 認定疾病別内訳 

計
気管支炎 ぜん息 気管支炎

被認定者数 531 4,012 0 108 4,651

病名
慢性 気管支 ぜん息性

肺気しゅ
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③ 障害等級別内訳 

4,651

等級 特級 1級 2級 3級 級外 その他 計

被認定者数 0 0 272 2,789 1,227 363
 

（注）  特 級………労働不能、常時介護を要する状態 

１ 級………労働不能、日常生活に著しい制限を要する状態 

２ 級………労働に著しい制限、日常生活に制限を要する状態 

３ 級………労働に制限、日常生活にやや制限を要する状態 

級 外………３級に該当しない状態 

その他………等級未決定者 

 

資料 ２  補償給付 

葬祭料
被認定者が指定疾病に起因して死亡したときは、葬祭を行う者の請求に基づき支給

　    支給額341,500円～683,000円　　　　　                      　　(96件)

遺族補償
一時金

被認定者が指定疾病に起因して死亡し、遺族補償費を受ける遺族がいない場合等

に一定範囲の遺族に一時金として支給

　　　支給額(100％起因する場合)       基礎月額×36月　 　　         (62件)

種       類                           給付内容　             　 (令和5年度実績）

療養の給付 被認定者が指定疾病について医療を受けた場合、その医療費の全額を現物支給 (77,484件)

療養手当

被認定者が指定疾病について医療を受けた場合、月を単位として、

入院・通院の状況に応じて支給

24,200円(通院日数4日以上14日以内)～37,800円(入院日数15日以上) 　(27,035件)

　　　　　        １級　　　　　基礎月額

　                ２級　　　　　〃の50%

　　　　　　　　　３級　　　　　〃の30%　                     　(37,675件)

遺族補償費

被認定者が指定疾病に起因して死亡した場合に、死亡した被認定者によって生

計を維持されていた一定の範囲の遺族に対し、10年間定期的に支給

基礎月額(100％起因する場合)　　　　男子190,100円～312,300円

                                   女子154,400円～208,200円　    (2,892件)

障害補償費

15歳以上の被認定者が指定疾病により一定の障害の程度に該当する場合に、

その障害の程度に応じて定期的に支給

　　基礎月額 　　　　  　 男子  217,200円～356,900円

　　　　　　　　　　　　　女子  176,400円～238,000円

　　障害等級　  　特級　　　　　基礎月額＋介護加算(46,100円)

 

(注)表中の支給金額は、令和５年４月１日現在 
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第５節 健康教育 

 

１ 健康講座保健栄養コース 

 

健康づくりリーダー養成を目的に実施している健康講座保健栄養コースの受講者に対し「健

康寿命を延ばすための生活習慣」というテーマのもと、保健所保健師が各区保健福祉センターに

出向き健康教育を実施している。 

自分自身の現在の健康を点数化することで、生活習慣の振り返りをし、グループワークを通じ

て実践的な生活習慣改善目標をたて、参加者がお互い仲間として励まし合いながら、生活習慣の

改善を図っている。また、参加者自身にとどまらず家族や地域住民の健康づくりにも目が向けら

れるように健康教育を実施している。 

 

実施状況 

（令和 5 年度） 

２４回 ３３１人

参加人員実施回数

 

 

２ 健康づくり 

 

（１）大阪市健康づくり推進協議会の育成 

大阪市健康づくり推進協議会は、各区保健福祉センターで開催する「健康づくりひろげる講

座」（平成２３年以前は「すこやかフロンティア講座」等）を修了した方々で、組織されてい

る自主会である。 

同会は、昭和６０年から各区で「家庭看護講座」（当時）の修了者から成る会が次々と設立

され、平成４年には全区に設置された。平成６年に全市レベルでの「大阪市寝たきり予防推進

協議会」が結成され、２４区の交流・連携がスタートした。平成２２年度から「大阪市健康づ

くり推進協議会」に名称変更し、２４区にある「健康づくり推進協議会」が結集し、市民の健

康づくりに関する普及啓発活動を行っている。 

大阪市健康づくり推進協議会が、地域における健康づくりの普及啓発活動のさらなる推進、

ならびに自主組織として効率的・効果的な運営ができるよう、育成・支援を行っている。 
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第 6 節 地域保健情報業務関係 

 

国の統計法に基づく人口動態統計調査をはじめ、国民生活基礎調査等の厚生統計調査を

実施・指導している。これらの調査結果については多角的に解析等を行い、様々な公衆衛生

施策に反映させている。 

各区における保健事業を効果的に推進するため、保健衛生情報の収集や処理、分析を行い、

情報発信するとともに技術支援を行っている。 

 

１ 保健衛生システムの運用について 

 

成人に対する健康診査や、保健・栄養指導等の保健業務、理・美容所、公衆浴場、飲食店

等に対する営業許可、監視指導等の環境・食品衛生業務、診療所等の医療施設管理業務等、

保健衛生業務を総合的に支援管理するとともに、各種保健情報の提供を行うため、保健衛生

システムとして平成１１年度にシステム化した。 

 以後、平成１８年度と平成２３年度に機種更新を行ってきたが、平成２９年度に、成人保

健業務は保健管理システムとして、環境・食品衛生等業務、医療施設管理業務及び薬事・毒

物劇物関係施設管理業務は衛生管理システムとして、それぞれシステムの再構築を行い、平

成２９年１０月３０日にリリースした。 

 その後、本システムと管理課が所管する医療費公費負担システム及び感染症対策課が所

管する予防接種台帳管理システムは同一サーバ上で稼働しパッケージソフトも共通するこ

とから保守委託料の削減と事務事業の効率化を図るため、令和３年１０月に保健管理シス

テムに統合を行った。令和５年１月からは、それぞれ別契約となっていた保健管理システム

と衛生管理システムについて、保健衛生システムとして契約を一本化し、令和５年３月１６

日に機器更新を行った。 

 

（１）保健管理システム 

がん検診等の受診結果情報を蓄積し、がん検診精密検査の結果照会の管理や肝炎ウイ

ルス検査の陽性者へのフォローアップの管理、健康診査の結果等により保健指導等が必

要な市民の情報管理、難病に関する医療費公費負担業務や各種予防接種事業を行ってい

る。また、蓄積情報をもとにした各種統計資料の作成を行い、保健施策に活用している。 

【処理業務名】 

① がん検診事業管理 

② 健康診査事業管理 

③ 骨粗しょう症検診事業管理 

④ 肝炎ウイルス検査事業管理 

⑤ 歯周病検診事業管理 
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⑥ 成人指導事業管理 

⑦ 予防接種事業管理 

⑧ 難病対策事業管理 

⑨ 母子医療事業管理 

 

（２）衛生管理システム  

市内の診療所及び薬局等の施設情報をデータベース化し、保健所での許可証発行業務

や監視指導業務に活用している。 

環境、食品衛生施設の管理について、関係施設の台帳等をデータベース化し、データの

検索や許可証をはじめとする関係帳票の出力等、業務の効率化を図っている。また、飼い

犬データをシステムで管理する等、市民生活に直結した業務に寄与している。 

【処理業務名】 

① 医事管理 

② 薬事管理 

③ 飼犬管理 

④ 動物取扱業管理 

⑤ 環境衛生管理 

⑥ 食品衛生管理 

 

○保健衛生システムで処理した主な件数（令和５年度実績） 

◎保健管理システム：各種がん検診受診者数 239,937件 

大阪市健康診査受診者数 994件 

特定医療費（指定難病）受給者証所持者数 23,090 件 

小児慢性特定疾病医療受給者証所持者数 2,130件 

定期予防接種許可件数 869,582件 

◎衛生管理システム：医療施設許可届出等 5,240件 

犬の登録等 10,887件 

営業許可等 22,002件 

監視指導等 138,834件  

監視指導等 132,805件     
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２ 各種事業の集計・分析 

 

保健事業に係る各種事業の実施状況の集計・分析を行い、各事業担当課及び各区保健福祉

センターへ集計結果をフィードバックし、各種事業の運営を支援している。 

○主な集計業務 

◎保健師活動報告 （保健師活動単位、訪問・面接・電話件数、常設健康相談件数、 

個別指導件数等）  

◎保健師活動関連報告 （公害、難病（指定難病）、長期療養児保健指導事業関係） 

◎母子保健事業関係 （乳幼児健康診査・地域ふれあい子育て教室等） 

 

３ 保健衛生情報調査研究に関する技術支援 

 

局、保健所及び各区保健福祉センターの職員が保健衛生情報を活用し、調査研究及び事業

の企画立案・評価等を実施するにあたり、専門的知識及び技術の提供を行うことにより、事

業の円滑な推進を図り、担当職員の資質が向上するように技術支援を行っている。さらに市

ホームページにおいて、直接市民に向けて健康情報の発信を行っている。 

 

（１） 局、保健所及び各区保健福祉センターが実施する調査等に関して、調査実施計画

の立案からデータ解析、調査報告の作成に関する技術支援を行っている。 

時間（分）

区 ５ ２，８６５

局 １ ５２０

所　属 件　数

３，３８５

事業所等 ０ ０

０保健所 ０

合　計 ６
 

 

（２）各種学会発表に関する技術支援 

学会発表に関して、データのまとめ方、演題抄録作成方法等の技術支援を行っている。 
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時間（分）

区 ３ １，２００

局 １ ３００

所　属 件　数

３，９００

事業所等 ０ ０

２，４００保健所 ７

合　計 １１
 

日本公衆衛生学会総会については、演題発表がより効果的なものとなるように予演会

を開催している。 

【第８２回 日本公衆衛生学会総会 予演会】 

令和５年９月２８日（木） 発表演題８題 

 

（３）各種保健衛生情報の収集及び発信 

各種保健衛生に関する最新の情報を収集・分析・加工し、保健福祉センター等へ情報提

供し、地域の実情や特性に沿った事業に反映させることにより市民に還元し、市民の健康

づくりに寄与している。さらに、保健衛生情報の既存のデータを駆使し保健サービスの一

環として、市ホームページを活用した市民への健康情報の発信を行っている。 

○ 保健衛生にかかる概況（保健衛生データからみる大阪市と各区の概況） 

○ 保健衛生データライブラリー 

○ ちょっと見てみよう！大阪市民の健康情報（市ホームページ 大阪市民の健康情報） 

 

（４）保健衛生統計講習会 

保健衛生事業に従事する職員を対象に、厚生統計の基礎的な知識や保健衛生情報の正

しいデータ処理方法等に関する講習を行い、事業の企画立案や評価分析に資する知識と

技術を提供している。 

『事業に活かすアンケート調査方法』 

〈講義編〉 

内 容：「アンケート調査を行うための理論・手法に関する講義」 

「アンケート調査結果のまとめ方に関する講義」 

〈ＰＣ演習編〉 

内 容：「アンケート結果の集計及び分析－検定編－」 

「アンケート結果の集計及び分析－ピボットテーブル編－」 

 

 〈開催日〉 

令和５年８月２１日（月）終日、８月２２日（火）午後、８月２４日（木）午後 
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〈参加者〉 

延べ４４名 

 

（５）疫学や統計に関する基本知識等の提供 

保健事業に従事する職員に対し、疫学や統計に関する知識や調査研究の具体的な方法

をわかりやすく伝えることを目的にリーフレットを作成し、庁内ポータルに掲載してい

る。 

○「疫学研究ってなあに？」ｖｏｌ．１～ｖｏｌ．７ 

○「統計学を学ぼう！」ｖｏｌ．１～ｖｏｌ．６ 

 

（６）「大阪市における保健衛生事業に関するデータ取扱指針」 

市民の健康保持増進・公衆衛生の向上を目指し積極的かつ効果的なデータ活用を図る

ために、保健衛生施策の推進に寄与することを目的とした調査分析又は疫学研究を実施

するにあたってのデータの取扱いにかかる基本的な考え方等を示した「大阪市における

保健衛生事業に関するデータ取扱指針」を策定し、庁内ポータルに掲載している。 

 

４ 衛生教育事業 

 

 地域保健事業に関する考え方の普及及び公衆衛生の向上と市民の健康の保持・増進を目

的として、地域住民又は特定集団に対して衛生教育事業を実施するに当たり、パソコン・プ

ロジェクター等の衛生教育機器の貸し出し、保健統計をはじめとする図書・ＣＤ等の貸し出

し、衛生教育用のポスター・パネルの印刷等を行っている。 
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第３章 医務部門 

 

医療事故や医療過誤、院内感染事故といった事象が相次ぐなか、市民の医療機関に対す

る信頼感、医療安全に対するニーズも年々高まる中で、医療機関に対する一層の指導・監

督が求められている。 

また、少子・高齢化の進展など社会構造の急速な進展や食生活習慣の変化により、慢性

疾患（癌死亡等）が増大しており、医師不足、看護師の確保などの問題もかかわり、市民

の医療に対するニーズも多様化する中で、医療現場もそのニーズに応える必要性や緊急性

が従前に増して求められている。 

これまでも、病床機能報告制度、地域医療構想、医療事故調査制度などの改正が実施さ

れており、また、地域医療連携推進法人制度の創設や医療法人制度の見直しが行われるな

ど、医療を取り巻く環境も今後大きく変化しようとしている。 

本市においても、市民の医療ニーズに応えるため、立入検査等の一層の充実をはかり、

市民が安心して医療を受けることができるような体制づくりと、引き続き医療法をはじめ

とした関連法令の遵守を関係機関に指導強化を図る。 

 

第１節 医療法関係事務 

 

「医療法」に基づく病院の許可や届出及び診療所（一般・歯科）・助産所の許可や届出

並びに医療法人に対する認可や届出、「あん摩マツサージ指圧師・はり師・きゆう師等に

関する法律」及び「柔道整復師法」に基づく施術所の届出、「歯科技工士法」に基づく歯

科技工所の届出、「臨床検査技師等に関する法律」に基づく衛生検査所の登録などの事務

を行っている。 

（医療法人に対する認可や届出以外の申請等の受付は各区保健福祉センターで行ってい

る。） 

なお、放射線関係の届出については、第６章第２節に記載している。 

 

１ 医務関係許可・届出等件数 

 

医療法等の規定に基づき、病院・診療所等の開設許可・届出を中心に事務を行ってい

る。 

届出の受理件数は、許可･届出を合わせて病院で５４３件、一般診療所で１，８７８

件、歯科診療所で３８８件、あん摩・はり・きゆう・柔道整復等の施術所で２，３０３件

の届出等を受付、処理している。 

 



42 

 

医務関係許可・届出等件数 

(令和５年度) 

6 285

検査所

東住吉 8

阿倍野 32 15 1

3 0

区名

許可 届出 登録

病院
一般 歯科

助産所 病院
一般 歯科

助産所 施術所
歯科 衛生

診療所 診療所 診療所 診療所 技工所

福島 22 5 1 0 5

6 0

都島 29 10 1 1 6 22 7

北 73 96 6 1 10 379 28

36 11 4 73 2 0

2 94 0 0

17 4 0 28 3 0此花 2 2 0 0 2

309 59 2 289 19 0中央 26 68 6 0 2

85 18 1 143 1 1西 22 15 5 0 4

24 11 1 46 2 0港 4 1 1 0 1

15 4 2 40 1 0大正 9 5 0 0 1

55 25 3 97 3 0天王寺 22 14 2 0 9

32 7 0 48 2 0浪速 12 3 0 0 1

18 12 0 40 1 1西淀川 11 1 0 0 3

57 9 2 131 7 0淀川 14 11 3 0 0

48 10 0 103 4 0東淀川 17 10 1 0 7

32 4 2 86 5 0東成 13 11 1 0 3

36 8 3 58 2 0生野 22 0 0 0 6

21 6 1 46 0 0旭 7 5 1 0 5

86 11 0 112 4 0城東 21 13 1 0 11

34 8 2 56 2 0鶴見 9 6 2 0 1

住吉 20 5 1 0 7

2 0

住之江 11 6 0 0 2 32 16

0 4 62 17 4 79

37 20 1 133 5 0

1 73 0 1

西成 7 11 2 0 6

0 0

平野 22 15 3 0 10 57 30

0 2 26 13 4 98

27 12 0 33

合計 435 331 38 2 108

1 0

3 112 7 0

1,547 350 44 2,303 79 3   

 

２ 医療法人関係事務 

 

これまで大阪府が行っていた、医療法人の認可に係る事務のうち、主たる事務所が大阪

市内にあり、病院、診療所及び介護老人保健施設などすべての事業を大阪市内で行ってい

る医療法人については、平成２２年１０月１日からその認可事務等が大阪市に移譲され

た。 
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医療法に基づく、医療法人の設立及び定款変更等の認可や各種届出の受理をはじめ、医

療法人運営に係る指導・監督を行っている。 

 

医療法人の設立認可等及び指導・監督実績 

（令和５年４月１日～令和６年３月３１日） 

番号 事　　務　　名
令和５年度

件　　　　数

① 医療法人の設立認可 54

② 合併の認可 2

③ 解散の認可 11

④ 定款、寄附行為の変更認可 114

⑤ その他の認可（理事数の例外認可等） 11

⑥ 各種届書の提出（決算届等） 4082

⑦ 書類の閲覧 495
  

 

当初（平成２２年１０月 1日）移譲を受けた医療法人数 

① 病院医療法人   ９０法人 

 うち  社会医療法人 ５法人、特定医療法人 ４法人、特別医療法人 なし   

② 診療所医療法人  １，２０８法人  

令和６年３月末現在所管している医療法人数 

①  病院医療法人   ８３法人 

 うち  社会医療法人 １２法人、特定医療法人 １法人、特別医療法人 なし   

②  診療所医療法人  １，６９７法人  

 

 

 

３ 医務免許関係取扱件数 

 

医師や看護師等の医療従事者の免許申請については、法定で都道府県知事を経由するこ

とになっており、本市も大阪府からの業務委託を受け、各種受付・経由事務を行ってい

る。 

免許関係の処理件数は、医師・歯科医師５２７件、保健師・助産師・看護師３，４６４

件であり、その他の処理件数は下記のとおりである。 
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医務免許関係取扱件数 

（令和５年度） 

8

医師法 409 213 152 13 31

書換交付 再交付

1,867 158 59

0
死体解剖保存法

(認定医)

7 0 0 09
指定証)

2
母体保護法(受胎調節実地指導員

0 0 0 0 0

視能訓練士法 35 0

401 134 22 0理学療法士及び作業療法士法 557 0

25 10 0 0

臨床検査技師等に関する法律 140 0

61 27 3 1診療放射線技師法 92 0

88 49 3 0

108 2保健師助産師看護師法 3,464 61,886 1,462

その他

0

0

総　　数 4,824 2,732

51 33 9 25歯科医師法 118

籍抹消区　　　　分 総数 免許申請
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第２節 医療施設等 

 

１ 医療関係施設数 

 

市内には医療法関係施設として、病院１７３か所、一般診療所３，８１０か所、歯科診

療所２，１７５か所、助産所１８１か所がある。 

人口当たりの施設数を全国平均と比較してみると、病院数はほぼ全国平均並みであるの

に対して、一般診療所数は全国の指定都市中最も多く、歯科診療所数も東京都区部に次ぐ

数となっている。 

人口１０万対医療施設数(全国・指定都市)               

(令和４年１０月１日現在) 

85.8

83.5 56.3

全国平均 6.5 84.2 54.2

横浜市 3.5

東京都区部 4.3 117.6

札幌市 10.1 73.3 60.4

名古屋市 5.2 95.4 61.3

新潟市 5.4 85.4 62.9

静岡市 4.0 83.2 51.5

岡山市 7.6 95.3 61.9

神戸市 7.3 108.9 61.6

病   院 一般診療所 歯科診療所

大阪市 6.3 134.1 79.7

仙台市 5.1 87.5 55.0

さいたま市 2.9 76.7 51.5

千葉市 4.8 73.5 56.7

浜松市 4.1 83.0 48.7

川崎市 2.5 69.4 49.7

相模原市 4.8 61.1 49.9

111.9 55.5

堺市 5.3 90.9 57.9

京都市 6.6

広島市 6.8 101.9 57.3

北九州市 9.7 101.4 68.9

64.2

熊本市 12.3 88.6 55.0

福岡市 7.1 101.9
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「あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律」、「柔道整復師法」に

基づく施設として、[あん摩・はり・きゆう院]、[柔道接骨院]などの施術所が６,１５３

か所。また、歯科技工所４６３か所届出がなされている。 

衛生検査所が３１か所（新型コロナウイルス感染症にかかる臨時開設４か所含む）登録

されている。 

なお、新型コロナウイルス感染症にかかる臨時開設による検査所は令和６年３月 31日

をもって臨時の衛生検査所に係る特例措置を終了することとする厚生労働省通知が発出さ

れている。 

 

医務関係施設数 

(令和６年３月３１日現在) 

 

診療所 診療所 技工所 検査所
病院

一般 歯科

助産所 施術所

104 65 11 188 9 1

27 3

都島 9 127 74 11 220 17 1

北 10 533 216 17 540

福島 6

10 0

中央 8 499 256 8 553 34 6

此花 3 58 30 1 89

105 7 269 26 4

港 3 74 40 3

西 8 150

132 4

173 86 11 252 20 3

0

大正 3 65 35 4 104 12 0

天王寺 8

1

西淀川 6 64 51 2 124 7 1

4 74 54 0 135 17浪速

61 3

東淀川 4 157 92 8 293 27 3

淀川 8 205 130 12 342

8 207 22 0

生野 17 144 82 8 356

東成 8 99 63

15 1

旭 7 100 65 7 176 15 0

82 65 5 149 8 0

城東 8 171 94 11 306

鶴見 7

22 1

102 14 274 18 1

住之江 4 114 78 8

阿倍野 7 189

217 12 1

住吉 7 162 114 7 380 29 0

東住吉 7 137 82 9 317 17 0

463 31合計 173 3,810 2,175 181 6,153

26 1

西成 11 119 70 0 205 8 0

平野 10 210 126 9 325
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２ 医療施設別病床数 

 

市内の病院の病床種別ごとの病床数は、一般病床が２５，４２２床、療養病床が５，６

８０床、精神病床が２１９床、結核病床が３９床、感染症病床が３３床となっている。 

また、診療所の病床は一般診療所が６３４床、歯科診療所が２床となっている。 

一般病床、療養病床についての医療計画上の基準病床数は２１，９１９床なので、９，

１８３床の過剰となっている。 

 医療施設別病床数 

（令和６年３月３１日現在） 

622 12 2合計 25,422 5,680 219 39 33

0

0

0

0

0

0

2

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

歯　科

0

0

0

0

0

51 0

区　名

病　　　　　　　　院 一般診療所 歯科診療所

一　般 療　養 精　神 結　核

西成 773 680 0 0 0

25 0

平野 885 401 0 0 0

住之江 659 171 0 0 0 28

29 0

東住吉 743 127 0 0 0

0

住吉 1,271 955 34 0 0 12 0

0 0 0 12 0

阿倍野 1,437 242 38 0

鶴見 557 102

0 13 0

生野 1,209 642 0 0 0 47 0

36 0 0 0 60 8

旭 336 213 0 0 0

0 0 7 0

東成 601 259 0 0 0 16 0

3 0

淀川 804 216 0 39 0 41 0

西淀川 799 215 0 0 0

0

浪速 727 140 0 0 0 0 0

2,194 98 42 0 0 17

95 50 0 0 32 0

0

港 325 216 0 0 0 51 4

0 0 0 26 0

西 1,146 155 0 0

11 0

此花 429 150 0 0 0 10 0

福島 1,295 86 0 0 0

33 42 0

北 3,205 265 0 0 0 32 0

感染症 一　般 療　養

城東 1,302

東淀川 829 52 0

天王寺

大正 490

中央 1,734

都島 1,672

0

38 0

0 19

164 55 0
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第３節  立入検査等 

 

医療法に基づく立入検査は、病院・診療所（歯科を含む）が医療法その他法令により規定

された人員及び構造設備を有し、かつ、適正な管理を行っているか否かについて検査するこ

とにより、病院や診療所が適正な医療を行う場にふさわしいものとすることを目的に実施

している。 

病院については、原則として年に１回、病床を有する診療所及び人工透析を実施する診

療所については、原則として３年に１回実施している。検査にあたっては、病院の管理・

薬事・放射線管理・栄養業務など専門性が要求されていることから、医師、薬剤師、放射

線技師、臨床検査技師、栄養士および事務職員で実施している。 

また、その他の無床診療所、助産所、施術所、歯科技工所については、開設時や医療法

に違反又はその疑いがあった場合などに随時立入検査を行っている。 

令和５年度については、令和５年３月24日付厚生労働省医政局地域医療計画課医療安全

推進・医務指導室事務連絡に基づき、立入検査を実施した。 

 

１ 病院立入検査結果 

 

令和５年度は、市内 173か所の病院に対して立入検査を実施したが、そのうち１か所の

施設において不適事項があった。不適事項の内訳は、医療従事者の不足が１件あった。こ

れらについては、文書で通知を行い、改善報告書(改善計画書)の提出を求めるとともに、

その改善に向けて必要な指導を行った。 
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病院立入検査結果 

(令和５年度) 

平野 10 0

西成 11 0 0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

合計 173 1 1 0 0 0

0 0

0

0 0 0

0 0 0

0 0

東住吉 7 0 0 0 0 0 0

住吉 7 0 0 0 0

0 0

4 0 0 0 0住之江

0 0

0 0 0 0 00

0 0 0 00

阿倍野 7 0 0 0

鶴見 7 1 1 0

0

0 0 0 0 0 0

城東 8 0 0 0 0

0 0 0旭 7 0 0

生野 17 0 0 0

0

0 0

東成 8 0 0 0

0

0 0 0 0 00

0 0 0 0 00

0

0 0 0 0 0

東淀川 4 0 0 0

淀川 8 0 0 0

0 0 0 0 0

西淀川 5 0

0

0 0 0 0 0

浪速 4 0 0 0

0 0

0 0 00

0 0 0

0

大正 3 0 0 0

港 3 0 0 0 0 0

此花 3 0 0 0 0 0 0 0

8 0 0 0 0西

中央 8 0 0 0 0

区名
立入

検査数

不適合 不　　適　　合　　事　　項

事項の
医療 防災 放射線

福島 6 0 0 0 0 0 0 0

都島 9 0 0 0 0 0

0

0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0

0 0 0 0

0 0

0 0

0

医療 薬務

関係

0

0 0 0 0

管理 安全

0

0 0

0 0

0 0

体制

0 0

0

0

天王寺 9 0 0 0

0

帳票 感染性
ある

0

管理

0 0

病院数

0

北 10 0 0 0

従事者 記録 廃棄物
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２ 医療施設（病院を除く）立入検査数 

 

診療所については、原則として有床診療所（人工透析含む）に対して３年に１回立入検

査を行うこととしているほか、開設時の現地調査も行っている。 

また、衛生検査所については、原則として２年に１回立入検査を行っている。 

施術所や歯科技工所に対する立入検査は主に開設時の現地調査である。 

 

医療施設立入検査数(病院を除く) 

(令和５年度)  

29 10合計 1,119 501 98 2 479

2 0

西成 23 15 2 0 5 1 0

平野 52 22 5 0 23

0

東住吉 29 8 4 0 17 0 0

住吉 45 11 1 0 30 3

1 0 17 1 0

住之江 29 9 2 0

阿倍野 40 21

18 0 0

旭 25 11 3 0 11 0 0

8 4 0 7 1 0

城東 54 19 1 0 33

鶴見 20

0 1

0 14 1 0

生野 24 11 3 0 10

東成 35 18 2

0 0

4 1

東淀川 51 18 6 0 24 2 1

淀川 57 17 5 0 30

0

西淀川 15 5 4 0 6 0 0

20 8 1 0 10 1浪速

23 6 0 26 1 0

0

大正 15 3 0 0 12 0 0

天王寺 56

10 0 27 1 1

港 12 1 4 0

西 63 24

6 1

1 0

中央 185 98 17 0 60 7 3

此花 8 1 0 0 6

10 1 0 14 1 1

1 1

都島 29 10 2 1 15 0 1

北 205 130 14 1 58

福島 27

歯　科 衛　生

診療所 診療所 技工所 検査所
区名

一般 歯　科
助産所 施術所

立入

検査数
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第４節 苦情・相談 

 

平成１６年４月から、市民の方の医療内容等に関する悩みや相談等に対応するための

「医療の安全を支援する相談窓口（患者ほっとライン）」を開設している。 

令和５年度において、市民の方から寄せられた医療機関等への苦情（提言を含む）や相

談（問合せを含む）は延べ 2,259件である。通報・苦情により医療機関等へ立入検査を行

い指導・処理した件数は 14件で、管理者不在が４件、無資格者による医療行為の疑いの

あるものが４件、医薬品の管理が３件、衛生管理が１件、その他が２件である。 

 

〔電話等による主な苦情・相談のべ件数とその内容〕 

 

 

〔通報・苦情による立入検査の件数とその内容〕 

 

医療行為・医療内容, 

543

コミュニケー

ションに関する

こと, 182

医療機関等の施設, 

7

医療機関の紹介、

案内, 282

医療費（診療報酬等）,

183

健康や病気に関

すること, 362

薬（品）に関す

ること, 63

カルテ開示, 27

セカンドオピニオン, 3

その他, 499

無資格による治療行

為・管理者資格なし, 4

管理者不在, 4
衛生管理, 1

医薬品の管理, 3

その他, 2
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第４章 感染症対策部門 
 

第１節 感染症対策事業 
 

１ 感染症 
 

感染症の発生の予防及びまん延の防止のため、「感染症の予防及び感染症の患者に対す

る医療に関する法律」(以下、「法」という。)に基づき、感染症発生時に各区保健福祉セ

ンターが実施する防疫対策のとりまとめ、各区保健福祉センター間及び他都市・他機関と

の連絡調整を行っている。   

また、感染症の発生動向に関する情報の収集・分析、各種統計の作成及び疫学調査等に

よる二次感染防止やまん延防止対策を実施している。新興感染症である中東呼吸器症候群

（ＭＥＲＳ）、ウエストナイル熱、鳥インフルエンザ等については発生に備えてガイドラ

イン等の策定を行っている。 

さらに、大阪市ホームページや感染症予防啓発ビラなどにより市民への感染症に対する

知識の普及啓発を図っている。 

 

（１）感染症類型 

感染症類型 主な対応 医療体制 医療費負担

一類感染症 原則として入院 第１種感染症指定医療機関 医療保険適用残額は
原則として公費で負担
(ただし入院のみ)二類感染症 状況に応じ入院 第２種感染症指定医療機関

三類感染症 特定業務への就業制限

一般の医療機関
医療保険適用
(自己負担あり)

四類感染症 動物・物件に係る措置

五類感染症 発生動向の把握・情報提供

新型インフル
エンザ等感染症

原則として、一～三類感染症に準じた対応を行い、
必要に応じて外出自粛の協力要請等

指定感染症
新型インフルエンザ等感染症及び一～三類感染症以外で緊急の対応の必要が生じた感染症についても「指定感
染症」として、政令で指定し、１年以内の期間（更に１年に限り延長可）で一～三類感染症に準じた対応を行
う

新感染症 原則として入院 特定感染症指定医療機関
全額公費
(医療保険適用なし)

 
 

（２） 感染症発生届出状況 

法第１２条に基づき一類感染症の患者、二類感染症、三類感染症、四類感染症又

は、新型インフルエンザ等感染症の患者又は、無症状病原体保有者及び新感染症にか

かっていると疑われる者並びに、厚生労働省令で定める五類感染症の患者(無症状病

原体保有者を含む)を診断した医師は、最寄りの保健福祉センターに届け出ることと

なっている。 

なお、一類感染症・二類感染症(結核は除く)、新感染症の届出はなかった。 

三類感染症の届出状況は次のとおりである。 
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 (令和５年度届出受理件数) 

チフス 大腸菌感染症

（０） ３（１）1（０）

（０） （０）

０ １１２

渡航歴あり

(　)は保菌者再掲 （３５） （０） （０）

(再掲)
４（１） （０） （０）

（３５）

合計 １１４ ０ ０ ２

三類感染症

総数 コレラ
細菌性 腸 パラ 腸管出血性

赤痢 チフス

 
 

（３）感染症患者医療費等公費負担事業 

入院勧告または入院措置を行った際に、患者等からの申請により、医療に要する費

用を公費負担している。 

 

（４）感染症診査協議会 

７２時間を越える１０日間以内の入院勧告や入院措置、その後さらに必要と認めら

れる場合の 

１０日間以内の入院延長に関する必要な事項を審議する。 

 

（５）感染症情報のホームページを通しての公表 

大阪市ホームページ内で、随時感染症に対する正確な情報を広く市民に公表し、感

染症の未然防止に活用している。 

 

（６）感染症発生動向調査事業 

感染症の発生情報の正確な把握と分析、その結果の提供・公開により、これらの疾

病に対する有効かつ的確な予防・診断・治療に係る対策を図り、多様な感染症の発生

及びまん延を防止するとともに、病原体情報を収集、分析することで、流行している

病原体の検出状況及び特性を確認し、適切な感染症対策を立案する。 

 

（７）各種感染症等対策 

ヒトからヒトへの感染が懸念される鳥インフルエンザ(Ａ/Ｈ５Ｎ１等)や海外で流

行し国内への侵入が危惧されるウエストナイル熱等の感染症に対応するため、関係機

関との連携、情報提供、医療提供体制、検査体制、連絡体制の確立・強化を図り、ま

た感染症に関する調査及び研究体制を一層強化し、迅速かつ適切な危機管理を推進す

るとともに、様々な感染症に関する正しい知識と対応策について普及啓発を行ってい

る。 

さらに、啓発用ビラの配布などにより正確な知識と予防策についての普及啓発を行

っている。 

 

（８）肝炎ウイルス検査 

20歳以上の市民であり、かつ過去に肝炎ウイルス検査（大阪市が実施する検査に

限らない）を受けたことがない方を対象に、平成 30年４月から市内取扱医療機関で

Ｂ型・Ｃ型肝炎ウイルス検査を無料で実施している。 
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（９）風しん対策 

 ア 風しん抗体検査事業 

市民であり、「妊娠を希望する女性」「妊娠を希望する女性の配偶者」「妊

婦の配偶者」、及び令和６年４月より「妊娠を希望する女性の同居者」「妊婦

の同居者」のいずれかに該当する方を対象に、平成３１年度から市内取扱医療

機関で風しん抗体検査を無料で実施している。 

 

 イ 風しんワクチン接種費用助成事業 

風しん抗体価が低い妊娠を希望する女性、妊娠を希望する女性の配偶者、妊

婦の配偶者、及び令和６年４月から妊娠を希望する女性の同居者、妊婦の同居

者に対し、先天性風しん症候群を予防するための対策として、平成２６年度か

ら風しんワクチン接種費用の助成を行っている。 

 

 ウ 第５期風しん定期接種 

風しんの発生状況等を踏まえ、これまで予防接種法に基づく定期接種を受け

る機会がなく、抗体保有率が他の世代に比べて低い昭和３７年４月２日～昭和

５４年４月１日生まれの男性について、風しんの感染拡大防止のため抗体検査

及び予防接種を行っている。 

 

（１０）新興・再興感染症対策 

令和４年１２月に改正された法により、平時から新興感染症への備えを進めるとと

もに、有事には感染フェーズに応じて機動的に対応できるよう、国が策定する「感染

症の予防の総合的な推進を図るための基本的な指針」及び都道府県が策定する感染症

の予防のための施策の実施に関する計画（以下「予防計画」という。）の記載事項を

充実させるほか、保健所設置市においても予防計画の策定が義務付けられ、令和６年

３月に「大阪市感染症予防計画」を策定した。 

本計画に基づき、大阪府、他の市町村、医療機関、医療関係団体、高齢者施設等と

のネットワークが有効に機能するよう連携に努め、行政、施設、市民等が感染症への

対応力向上につながる取組みを進めるとともに、検査体制、人材の養成及び資質の向

上、保健所の体制整備について数値目標を設定し、感染症危機等への対応可能な保健

所体制等を構築することで、感染症の発生の予防及びまん延の防止に取り組んでい

る。 

 

２ 予防接種 
 

大阪市では、予防接種法に基づき、市民を対象に接種率の向上による免疫効果の確保を

図るとともに疾病の発生・まん延を予防するため、各種予防接種を実施している。 

また、造血細胞移植により移植前の予防接種の効果が期待できない方に対する任意予防

接種（再接種）の費用助成を行っている。 

 

（１）予防接種制度 

予防接種法は、感染の恐れがある疾病の発生及びまん延を予防し、公衆衛生の向

上・増進に寄与することを目的として昭和２３年に施行された。 
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その後、感染症の発生状況や予防接種に対する国民の意識の変化等をふまえ、予防

接種の対象疾病、実施方法を改めるとともに、予防接種による健康被害についての救

済措置の充実をはかることを内容とした改正が、平成６年１０月に行われた。 

改正予防接種法の基本的な考え方は、社会防衛を図るという従来の目的に加えて、

疾病予防に極めて有効な予防接種を行うことにより、個人の健康増進を図るという、

個人防衛を重視したものとなっており、それまでの義務接種から予防接種を理解した

上で接種を受ける勧奨接種へと変更された。 

なお、予防接種による副反応防止等の観点から、従来行われてきた集団接種から、

かかりつけ医のもとで行う個別接種への変更が求められた。 

大阪市では、平成７年４月から、予防接種法に定める定期の予防接種に規定されて

いる疾病のうちポリオとＢＣＧを除く疾病(ジフテリア・百日せき・破傷風・麻し

ん・風しん・日本脳炎)の予防接種を市内委託医療機関において実施している。 

平成１３年１１月の予防接種法一部改正により、高齢者に対するインフルエンザ予

防接種についても、市内委託医療機関及び委託介護老人保健施設、福祉施設(入所者

のみ)において実施している。 

マウス脳由来の日本脳炎ワクチン接種後に重篤な副反応が発生したことから、平成

１７年５月に日本脳炎ワクチン接種の積極的な接種勧奨を差し控えるよう勧告があ

り、大阪市においても小学校での予診票等の配付等の勧奨を差し控えた。 

平成１８年４月の予防接種法一部改正により、麻しん、風しん単抗原ワクチンの予

防接種にかわってＭＲワクチン(麻しん風しん混合ワクチン)が定期の予防接種となっ

た。(６月には麻しん風しん単抗原ワクチンも接種可能となった)             

また、接種対象年齢についても１期（生後１２月～２４月）と２期（小学校就学前

1年間）に変更された。大阪市では、この改正により旧制度の対象者で平成１８年４

月以降接種対象から外れる者に対して、平成１８年度中は接種できるよう経過措置を

実施した。 

平成２０年度から５年間の時限措置として３期(中学１年生に相当する年齢の者)、

４期(高校３年生に相当する年齢の者)が追加された。大阪市においては、平成２０年

度は４期対象者に、平成２１～２３年度は２期、３期、４期対象者に対して個別に予

診票及びお知らせビラを送付した。 

平成２１年６月から「乾燥細胞培養日本脳炎ワクチン」が定期の日本脳炎第１期予

防接種に位置づけられ、平成２２年度から日本脳炎予防接種の積極的な勧奨を再開し

た。 

平成２２年８月の予防接種実施規則改正により、日本脳炎第２期対象者への接種勧

奨を差し控えていたことに対する特例措置として、第１期の未接種分についても定期

の予防接種として接種できるようになった。 

平成２３年５月２０日の予防接種法施行令等改正により、平成７年６月１日から平

成１９年４月１日までに生まれた者のうち２０歳未満の者について、日本脳炎の定期

予防接種の対象者とすることが定められた。 

平成２４年９月から不活化ポリオ、平成２４年１１月から４種混合（ジフテリア・

百日せき・破傷風・不活化ポリオ）ワクチンが定期の予防接種となり市内委託医療機

関において実施している。 

平成２５年３月３０日付け予防接種法一部改正により、平成２５年４月からヒブワ

クチン・小児用肺炎球菌ワクチン・子宮頸がん予防ワクチンが定期の予防接種として

位置づけられた。なお、これらのワクチンについては、国の緊急経済総合対策として

子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進事業が平成２２年度補正予算に計上されたことか

ら、大阪市においても平成２３年２月１日から無料接種事業を実施していた。 

平成２６年７月の予防接種法施行令等改正により、平成２６年１０月から水痘ワク

チン・高齢者用肺炎球菌ワクチンが定期の予防接種として位置付けられた。 
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平成２８年６月の予防接種法施行令等改正により、平成２８年１０月からＢ型肝炎

ワクチンが定期の予防接種として位置付けられた。 

令和２年１月の予防接種法施行令等改正により、令和２年１０月からロタウイルス

ワクチンが定期の予防接種として位置付けられた。 

令和２年３月、厚生労働省は、新型コロナウイルス感染症の発生に伴い、地域の実

情に応じ、接種のための受診による感染症への罹患リスクが、予防接種を延期するこ

とによるリスクよりも高いと考えられると市町村が判断し、やむを得ず規定の接種期

間を超えて定期接種を行った者については、長期療養により定期接種の機会を逃した

ものに該当するものと取り扱って差し支えないと通知した。 

大阪市においても、新型コロナウイルス感染症の発生に伴う国の緊急事態宣言によ

り影響を受けた方について、定期予防接種の接種期間を延長することとし、令和２年

４月７日～令和２年８月３１日に接種期限が到来している方について、令和３年３月

３１日まで接種期限を延長した。 

以降、随時延長を行っていたが、新型コロナウイルス感染症が感染症法上の位置づ

けが「５類感染症」に変更されることに伴い延長措置を終了することとし、接種期限

を令和７年５月 7日までとした（ただし、高齢者肺炎球菌については令和６年５月 7

日まで）。 

令和６年３月の予防接種法一部改正により、令和６年４月から５種混合（ジフテリ

ア・百日せき・破傷風・不活化ポリオ・ヒブワクチン）ワクチン及び高齢者に対する

新型コロナウイルス感染症が定期の予防接種として位置付けられた。 

また、平成２６年１０月より実施している高齢者用肺炎球菌ワクチンについて、定

期接種対象者である６５歳の方に加え、経過措置として７０歳以上５歳刻みの年齢の

方も対象として接種を実施していたが、令和６年３月３１日で経過措置が終了となっ

た。 

 

（２）健康被害救済制度 

予防接種の副反応により、まれにではあるが健康被害が発生することから、副反応

防止のために調査研究を進めるとともに、万一健康被害を受けた場合には、予防接種

法に基づく救済措置として、医療費、医療手当、障害年金等の給付を行っている。 

なお、任意接種による健康被害については、独立行政法人医薬品医療機器総合機構

法による救済の対象となっている。 

 

（３）造血細胞移植後の任意予防接種費用助成事業 

造血細胞移植（骨髄移植、末梢血幹細胞移植又は臍帯血移植）または化学療法等に

よる医療行為により、移植前過去に接種した予防接種法に基づく定期予防接種の予防

効果が期待できないと医師に判断され、医師が必要であると認めたワクチンの任意予

防接種（再接種）を行う方に対し、平成 30年度から接種費用の助成を行っている。 

なお、化学療法等の医療行為による再接種費用の助成は令和６年４月から行ってい

る。 
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予防接種の実施件数 

令和4年度 令和5年度令和3年度

ＤＰＴ
55 5266

(ジフテリア・百日せき・破傷風)

急性灰白髄炎（集団接種）
- --

(ポリオ)

ＤＰＴ－ＩＰＶ
72,918 75,56576,811

(ジフテリア・百日せき・破傷風・不活化ポリオ)

ＤＴ
11,771 11,35211,996

(ジフテリア・破傷風)

急性灰白髄炎
64 6470

(不活化ポリオ)

ＭＲ　(1期)
18,185 17,66818,503

(麻しん・風しん)

ＭＲ　(2期)
18,052 17,23518,352

(麻しん・風しん)

麻しん 1 -3

風しん 2 -1

ＭＲ　(3期)
- --

(麻しん・風しん)

ＭＲ　(4期)
- --

(麻しん・風しん)

日本脳炎(経過措置) 689 3551,293

インフルエンザ 416,453 363,152373,543

日本脳炎(1期) 57,567 50,11738,653

日本脳炎(2期) 18,254 14,8226,641

子宮頸がん予防 24,578 25,33213,825

水痘 34,540 34,36836,309

ヒブ 73,354 71,30977,087

小児用肺炎球菌 73,514 71,51076,923

ロタリックス 25,875 22,12027,195

ロタテック 15,884 19,72016,964

高齢者用肺炎球菌 17,405 21,23616,669

B型肝炎 55,192 53,60557,839

 
 

 

３ エイズ 
 

我が国におけるＨＩＶ感染者・エイズ患者年次別報告数は平成２０年をピークにそれ以

降減少に転じており、本市においても平成２２年をピークに同様の傾向である。本市の令

和５年新規ＨＩＶ感染者は２０～３０歳代が約７０％を占めており、依然として若い世代

が感染者の年齢層の中心となっている。また、感染経路別に見た場合、同性間の性的接触

が全体の約７５％を占めている。 

このような状況をふまえ、令和４年１０月に策定した「第４次大阪市エイズ対策基本指

針（期間：令和４年１０月～令和９年９月）」に基づき、令和５年度については次のよう

な事業を実施した。 

※「第４次大阪市エイズ対策基本指針」における大目標 

今後５年間でエイズ患者報告数を１５％減少させる。(令和８年目標値：１６人以下 ← 

令和５年：１１人） 
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（１）正しい知識の普及啓発 

ア 広域的な普及啓発 

① 本市ホームページ・ＳＮＳ・啓発媒体の充実 

 （ホームページ閲覧数：１２９，７５６回 Ｘ（旧ツイッター）フォロワー：５

９６人） 

 

イ ターゲット層への普及啓発 

① ＭＳＭ対象 

・男性間で性的接触を行う者（ＭＳＭ：Ｍｅｎ ｗｈｏ ｈａｖｅ ｓｅｘ ｗ

ｉｔｈ ｍｅｎの略）向け広報紙 

「南界堂通信」を発行 

配付場所：堂山・難波・新世界の商業施設等 

内  容：ＨＩＶ・性感染症に関する情報、ＨＩＶ検査情報他 

 

② 性風俗産業従事者対象への普及啓発 

・関係団体と連携し、啓発物品の提供や関係団体が運営する情報サイトに掲載す

る記事作成への協力 

・検査等の機会をとらえ、適切なコンドームの使用方法等の予防啓発 

 

③ 薬物使用者対象 

・薬物依存症への支援を行っているＮＧＯ等の団体や関係機関等から情報収集 

・各区更正保護司会の保護司が集まる研修においてＨＩＶについて情報提供 

 

④ 青少年対策 

１）ホームページ・パンフレット・ポスター等の充実 

・啓発冊子「エイズのはなし」の作成、学校等へ配布するほか、ホームページ

においてデジタルブックとして掲載 

・大阪府・府内保健所設置市と共に一般向け啓発冊子「おおさかエイズ情報Ｎ

ＯＷ」の作成 

２）教員、生徒等に対する正しい知識の普及啓発 

・中学生・高校生・専門学校生・大学生・小学生保護者に対する健康教育を実

施（合計 1５回：２，６５９人） 

・市内小・中の教職員に対する研修（オンデマンド形式）を実施（合計３８９

校：６５５人） 

 

⑤ 外国人対象 

・多言語版（英語・中国語・ベトナム語・フィリピン語）で検査相談情報のリ

ーフレットを作成し、ホームページへも掲載 

・国際交流センターの外国人向けメールマガジンで６月及び１２月の世界エイ

ズデーに関する記事を多言語（日本語・英語・中国語・韓国語）でメールおよ

び専用Ｘ（旧ツイッターで発信 

（配信件数：５，９２８件） 

 

ウ 職域への普及啓発・令和５年度は実施なし 

 

エ その他 

・大阪府・大阪市・堺市・高槻市・東大阪市・豊中市・枚方市・八尾市・寝屋川

市・吹田市によるエイズ予防週間実行委員会を組織し各種事業を実施 
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・「Ｉｎｓｔａｇｒａｍ」広告にて啓発動画配信、啓発・教育用資材（動画）の作

成、啓発用ポケットカイロ・ポケットティッシュの作製を行い、大阪エイズ啓発フ

ェスティバルやＦＭ８０２「ＦＵＮＫＹ ＭＡＲＫＥＴ」、セレッソ大阪の試合に

おいて、啓発物品を配付した。 

  

（２） ＨＩＶ検査・相談体制の充実 

ア 各区保健福祉センターでの実施(７，２０９件) 

    北区保健福祉センターでは毎週月・水・金曜日実施、夜間検査を第５金曜日に

実施 

    中央区保健福祉センターでは毎週火・水・木曜日実施、即日検査を毎月第１金

曜日に実施 

    淀川区保健福祉センターでは毎週月・火曜日実施 

 

イ  ＮＰＯ法人「スマートらいふネット」と連携し、中央区の２１心斎橋ビルで実

施(大阪府と共同実施) 

火曜日夜間常設検査(８１６件) 

 木曜日夜間常設即日検査(２，０９０件) 

  土曜日常設即日検査(２，１９８件) 

  日曜日常設即日検査(２，１３１件) 

 

ウ 個別施策層（ＭＳＭ）への検査（１３１件） 

「ＭＡＳＨ大阪」と連携し、北区のコミュニティーセンター「ｄｉｓｔａ」で実施 

 

エ イベント検査等（０件） 

令和４年度以降は新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響により実施せず 

 

オ 各区保健福祉センター・保健所における相談(８，２４９件) 

 

カ カウンセラーによる相談(５０件) 

うち、北・中央区保健福祉センターで実施(２３件) 

うち、大阪市立総合医療センターなどで実施(１７件) 

 (うち、ＨＩＶ検査結果陽性者への結果通知時に実施１０件) 

 

キ 外国人に対する多言語による電話相談(大阪府と共同実施１３７件) 

 

ク 国際交流センターにおける外国人ＨＩＶ・性感染症相談(０件) 

 

（３） ＨＩＶ陽性者の生活支援のための保健・福祉・医療の連携強化 

 

ア 大阪市立総合医療センターとの情報交換や事例検討会の実施 

（大阪市立総合医療センター主催の定期カンファレンスに参加：９回） 

 

イ ブロック拠点病院、大阪府、府内保健所設置市と患者の在宅支援に向けた意見交

換会に参加 

 

ウ 医療及び福祉関係者への研修の実施 

（介護保険所宅支援事業向け ４回：１７８人、障がい福祉居宅支援事業者 ２

回：７９人） 
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エ 医療機関向け講習会の実施 

（アンケート回収数 医師・薬剤師・看護師・その他：１８８人） 

動画視聴型研修：令和６年２月１日～２月２９日 

 

大阪市におけるＨＩＶ感染の状況について(令和５年) 

 

① HIV感染者・エイズ患者の年次推移＜累計＞ 

 
 

② 新規 HIV感染者・新規エイズ患者報告数（単年）の年次推移 
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③年齢区分 ＜累計＞             ④年齢区分 ＜令和 5年＞ 

 

 
 

20歳未

満

1.2%

20歳代

36.3%

30歳代

37.9%

40歳代

17.1%

50歳代

4.6%

60歳以

上

2.8%

HIV感染者

（n=2,584)

20歳未満

0.0%

20歳代

44.2%

30歳代

36.5%

40歳代

9.6%

50歳代

7.7%

60歳以上

1.9%

HIV感染者

（n=52)

20歳未満

0.3%
20歳代

12.3%

30歳代

28.2%

40歳代

29.5%

50歳代

19.6%

60歳以上

10.0%

エイズ患者

（n=657)

20歳未満

0.0%
20歳代

0.0%

30歳代

18.2%

40歳代

27.3%

50歳代

9.1%

60歳以上

45.5%

エイズ患者

（n=11)
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⑤国籍・性別（HIV感染者・エイズ患者） 

 
 

 

⑥感染経路別（HIV感染者＋エイズ患者） 

 
 

 

 

⑦感染地域別（HIV感染者・エイズ患者） 
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４ 献血推進事業 
 

「安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律」に基づき、献血推進のため各区保

健福祉センター等と連携し、献血の意義・重要性について普及･啓発し、１人でも多くの

献血者を確保することを目的として啓発物品の作成・配布や啓発ポスターの掲示等による

献血協力の呼びかけ、献血車の配車など各種事業を行っている。 

 

５ 各種バンク事業 
 

「臓器の移植に関する法律」に基づく臓器提供意思表示カードの普及を図るとともに、

従来から実施されているアイバンクや腎臓バンク、骨髄等バンクにおけるドナーの確保の

ため、普及啓発を行っている。 

また骨髄等提供者（ドナー）の休業による経済的な不安の解消のため、令和３年度から

骨髄等提供者（ドナー）に対する助成制度を実施している。 

（申請件数 令和３年度：１４件、令和４年度：１８件、令和５年度：２７件） 

 

第２節 結核対策事業 
 

本市では、平成１３年に策定した「大阪市結核対策基本指針」及び平成２３年に策定し

た「第２次結核対策基本指針」に基づき結核対策に関する事業を推進してきた。その結

果、本市の結核罹患率は平成１０年の１０４．２から平成２１年には４９．６へと半減

し、平成３０年には２９．３まで減少した。しかしながら、本市の結核罹患率は全国平均

と比べると約２．０倍と非常に高く、政令指定都市でワースト１という状況である。 

こうした現状を踏まえ、本市の結核事情のさらなる改善に向けた取り組みとして、令和

３年度以降の具体的施策、目標などを定めた「第３次大阪市結核対策基本指針」を策定

し、各種結核対策事業を実施している。 

※「第３次大阪市結核対策基本指針」における大目標 

令和７年までに本市の結核罹患率を１８以下にする。（平成３０年：２９．３) 

 

（１） 結核健診及び予防接種 

「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」に基づく健康診断、

ＩＧＲＡ検査、ツベルクリン反応検査を各区保健福祉センター及び委託医療機関等

で、予防接種法に基づく結核予防接種（ＢＣＧ）を委託医療機関で実施することによ

り、疾病の早期発見、結核の感染の防止に努めている。 

 

ア 結核定期健康診断実施数  

間接１００ｍｍ撮影          ０人 

デジタル撮影            ８，２９２人 

精密検査                    ２７３人 

  

イ 結核定期予防接種実施数 

ＢＣＧ予防接種            １７，８２９人 

 

ウ 結核接触者健康診断実施数 

ＩＧＲＡ検査                 １，２６２人 

ツベルクリン反応検査            ３７人 

精密検査                      ５７９人 
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大阪市では、感染源追求と二次感染防止を目的として、接触者健診を１保健所２４

区保健福祉センターの体制で行っている。結核蔓延地域である大阪市にとって接触者

健診は重要である。 

平成２０年度からは、感染診断の精度を向上させるためＱＦＴ検査(血液検査)を導

入した。 

また、高齢者施設等の接触者健診検討依頼件数が増加しており、事業所等における

集団感染事例においても毎年発生している状況である。このことから、迅速な情報の

収集、分析が必要であるため、保健所が窓口となり、各区保健福祉センターと連携を

とりながら検討を行い、統一的な健診を実施している。 

また、リスクグループ等への対応として、「第３次大阪市結核対策基本指針」に基

づき、日本語学校等において検診車を用いて健診を実施し、結核患者の早期発見、早

期治療に努めている。 

 

大阪市保健所が関わった接触者集団健診受付件数実件数 

（令和５年度） 

 
 

（２）結核罹患率・登録者数 

 

大阪市では令和５年新登録患者数は５０８人で、結核罹患率は人口１０万人に対し

て１８．３と非常に高い状況である。  

また、令和５年末現在の結核登録者数は１，０５４人である。 

 

 

  

235 56 49

小中

機関

5

その他 計
の依頼 等 学校

0

高大 専門学校・ 高齢者 医療

健診依頼元 対象集団区分

市内
他から

事業所
保育所

学校 予備校 施設等

2911 1 10 85 140
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新登録患者数・罹患率  (人口１０万対)年次別推移 

 

 
大 阪 市 あ い り ん 全  国 

新登録患者数 罹患率 
新登録 

患者数 
罹患率 新登録患者数 罹患率 

１９７６ (Ｓ５１) ５，４８４ １９９．４     ９７，９２４ ８６．６ 

１９７７ (Ｓ５２) ４，８２６ １７７．２     ８９，２４５ ７８．２ 

１９７８ (Ｓ５３) ４，２０１ １５５．６     ８０，６２９ ７０．０ 

１９７９ (Ｓ５４) ４，０２１ １４９．９     ７６，４５５ ６５．８ 

１９８０ (Ｓ５５) ３，７２８ １４０．８     ７０，９１６ ６０．７ 

１９８１ (Ｓ５６) ３，２７８ １２４．４     ６５，８６７ ５５．９ 

１９８２ (Ｓ５７) ３，１０２ １１８．３     ６３，９４０ ５３．９ 

１９８３ (Ｓ５８) ２，９５２ １１２．５     ６２，０２１ ５１．９ 

１９８４ (Ｓ５９) ２，９６９ １１２．８     ６１，５２１ ５１．２ 

１９８５ (Ｓ６０) ２，８６０ １０８．０     ５８，５６７ ４８．４ 

１９８６ (Ｓ６１) ２，８６２ １０８．３     ５６，６９０ ４６．４ 

１９８７ (Ｓ６２) ３，０２９ １１４．３ ４７０ １２３６．８ ５６，４９６ ４６．２ 

１９８８ (Ｓ６３) ２，８１５ １０６．４ ４６０ １５３３．３ ５４，３５７ ４４．３ 

１９８９ (Ｈ１) ２，８８０ １０９．３ ４５６ １５２０．０ ５３，１１２ ４３．１ 

１９９０ (Ｈ２) ２，７７３ １０５．７ ４７２ １５７３．３ ５１，８２１ ４１．９ 

１９９１ (Ｈ３) ２，８７１ １０９．９ ５１４ １７１３．３ ５０，６１２ ４０．８ 

１９９２ (Ｈ４) ２，８６４ １１０．０ ５８１ １９３６．７ ４８，９５６ ３９．３ 

１９９３ (Ｈ５) ２，９０２ １１２．１ ５４９ １８３０．０ ４７，４３７ ３８．０ 

１９９４ (Ｈ６) ２，５９５ １００．８ ４９８ １６６０．０ ４４，５９０ ３５．７ 

１９９５ (Ｈ７) ２，５８３ ９９．３ ５００ １６６０．７ ４３，０７８ ３４．３ 

１９９６ (Ｈ８) ２，６８０ １０３．１ ５７０ １９００．０ ４２，４７２ ３３．７ 

１９９７ (Ｈ９) ２，６９５ １０３．８ ４７２ １５７３．３ ４２，７１５ ３３．９ 

１９９８ (Ｈ１０) ２，７６９ １０６．７ ５８０ １９３３．３ ４４，０１６ ３４．８ 

１９９９ (Ｈ１１) ２，９３８ １１３．３ ４９２ １６４０．０ ４８，４３０ ３８．２ 

２０００ (Ｈ１２) ２，６６６ １０２．６ ４２３ １４１０．０ ４４，３７９ ３５．０ 

※１９９８ (Ｈ１０) ２，７０５ １０４．２ ５７７ １９２３．３ ４１，０３３ ３２．４ 

※１９９９ (Ｈ１１) ２，７９２ １０７．７ ４９１ １６３６．７ ４３，８１８ ３４．６ 

※２０００ (Ｈ１２) ２，４６８ ９５．０ ４２０ １４００．０ ３９，３８４ ３１．０ 

※２００１ (Ｈ１３) ２，１５５ ８２．６ ３３６ １１２０．０ ３５，４８９ ２７．９ 

※２００２ (Ｈ１４) １，９４９ ７４．４ ２８７ ９５７．７ ３２，８２８ ２５．８ 

※２００３ (Ｈ１５) １，７８９ ６８．１ ２６１ ８７０．０ ３１，６３８ ２４．８ 

※２００４ (Ｈ１６) １，６２５ ６１．７ ２２５ ７５０．０ ２９，７３６ ２３．３ 

※２００５ (Ｈ１７) １，５４５ ５８．８ ２０４ ６８０．０ ２８，３１９ ２２．２ 

※２００６ (Ｈ１８) １，５０１ ５７．０ ２０３ ６７６．７ ２６，３８４ ２０．６ 

※２００７ (Ｈ１９) １，３９９ ５２．９ １８８ ６２６．７ ２５，３１１ １９．８ 

※２００８ (Ｈ２０) １，３４３ ５０．６ １８７ ６２３．３ ２４，７６０ １９．４ 

※２００９ (Ｈ２１) １，３２１ ４９．６ １６５ ５６５．１ ２４，１７０ １９．０ 

※２０１０ (Ｈ２２) １，２６５ ４７．４ １５５ ６００．８ ２３，２６１ １８．２ 

※２０１１ (Ｈ２３) １，１０９ ４１．５ １２８ ４９６．１ ２２，６８１ １７．７ 

※２０１２ (Ｈ２４) １，１４２ ４２．７ ９５ ３６８．２ ２１，２８３ １６．７ 

※２０１３ (Ｈ２５) １，０５８ ３９．４ １１３ ４３８．０ ２０，４９５ １６．１ 

※２０１４ (Ｈ２６) ９８８ ３６．８ ９９ ３８３．７ １９，６１５ １５．４ 

※２０１５ (Ｈ２７) ９２５ ３４．４ ９６ ４４６．５ １８，２８０ １４．４ 

※２０１６ (Ｈ２８) ８８７ ３２．８ ７６ ３５３．５ １７，６２５ １３．９ 

※２０１７ (Ｈ２９) ８８０ ３２．４ ８８ ４０９．３ １６，７８９ １３．３ 



66 

 

※２０１８ (Ｈ３０) ７９８ ２９．３ ６４ ２９７．７ １５，５９０ １２．３ 

※２０１９ (Ｒ１) ７０１ ２５．６ ４２ １９５．３ １４，４６０ １１．５ 

※２０２０ (Ｒ２) ５７８ ２１．０ ４８ ２３７．６ １２，７３９ １０．１ 

※２０２１ (Ｒ３) ５１２ １８．６ ３８ １８８．１ １１，５１９  ９．２  

※２０２２（Ｒ４） ４８０ １７．４ ２４ １１８．８ １０，２３５ ８．２ 

※２０２３（Ｒ５） ５０８ １８．３ ３１ １５３．５   

※非結核性抗酸菌陽性を含まない数    

※あいりん結核罹患率の算出にかかる人口は、２００８（Ｈ２０）以前はおよ

そ３万人、２００９（Ｈ２１）は２９，２００人、２０１０（Ｈ２２）－２

０１４（Ｈ２６）は２５，８００人、２０１５（Ｈ２７）－２０１９（Ｒ

１）は２１，５００人、２０２０（Ｒ２）以降は２０，２００人とする。 

 

（３）感染症診査協議会(結核部会) 

就業制限による通知、入院勧告、入院期間の延長並びに公費負担申請に基づく費用

の負担に関して必要な事項を審議すること等を目的として毎週１回開催している。 

 

ア 感染症診査協議会(結核部会) 委員数    ６名  

イ 感染症診査協議会(結核部会)  開催回数  ４８回 

ウ 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第３７条申請件数

（継続含む）６２３件 

エ 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第３７条の２申請件

数    １，０４５件 

オ 勧告・措置入院患者数 

 

 
 

カ 一般患者医療費公費負担状況 

 
健康保険 国民 

健康保険 
生活保護 

後期高齢者 

医療 
その他 合計 

別掲 

継続申請 

別掲 
薬剤変更等

の再申請 本人 家族 

申 請 １４６ ５５ １５５ １４２ ２１２ １５ ７２６ ２７３ ４５ 

合 格 １４６ ５５ １５５ １４１ ２１２ １５ ７２５ ２７３ ４５ 

承 認 １４５ ５５ １５５ １４１ ２１２ １５ ７２４ ２７３ ４５ 

承認率 ９９．３％ １００％ １００％ ９９．３％ １００％ １００％ ９９．７％ １００％ １００％ 

 

 

（４）結核発生動向調査事業 

結核に関する有効かつ的確な予防対策の確立に資することを目的に、毎月各区保健

福祉センターから結核登録者情報システムにより入力された情報を収集、解析、還元

している。この情報の一部は厚生労働省に送られ、結核対策の基礎データとなってい

る。 

また、結核発生動向情報の解析評価と事業の有効かつ適切なシステムの検討を行う

ため、年９回※（４月・８月・１２月を除く）結核解析評価検討会を開催している。 

※令和４年度は９月・１０月・１月・３月の年４回開催（新型コロナウイルス感染症

拡大防止のため） 

年度当初
患者数

勧告・措置入院
患者数

解除
患者数

年度末
患者数

勧告・措置入院 140 254 175 79
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（５）結核定期病状調査事業 

結核の再発や二次感染の防止及び患者の病状を把握するため医療機関に病状調査を

委託実施している。 

 

（６）リスクグループ健診 

高齢者、外国人、ホームレスなど、発病の危険性が高いリスクグループが多く集ま

る施設等にデジタルエックス線画像装置搭載の結核検診車を配置し、結核健診を実施

している。また、健診の実施等に合わせて、結核の知識の普及啓発を実施している。 

  高齢者対策   ・・・各区老人福祉センター 

  外国人対策   ・・・日本語学校 

  ホームレス対策 ・・・あいりん地域（平成２５年度から西成区へ事業移管） 

 

健診の実績（あいりん地区健診除く） 

受診者数 5,615

結核患者数 8

令和５年度

1 11

令和３年度 令和４年度

1,784 5,633

 
 

（７）結核予防週間事業 

毎年９月の結核予防週間の時期にあわせて、市民向けに結核についての知識の啓発

と健診の受診勧奨等を行っている。 

 

（８）結核指定医療機関講習会 

毎年結核指定医療機関の医師等を対象に迅速な対応と的確な診断かつ適正医療の普

及を目的として、講習会を開催している。 

    

令和元年度：３回実施  延べ １４１名参加 

令和４年度：オンライン（オンデマンド配信）による実施 約２２０名参加  

令和５年度：オンライン（オンデマンド配信）による実施 約１９０名参加 

※令和２年度、３年度は中止（新型コロナウイルス感染症拡大防止のため） 

 

（９）行旅結核患者管理 

大阪市では、結核患者のうち行旅患者の占める割合が高いことから、平成１２年か

ら大阪市保健所と西成区保健福祉センターの保健師が連携して病院・施設訪問を強

化、平成１５年度からは行旅結核患者管理を保健所に一元化した。 

平成２５年度からは西成区特区構想による結核対策に基づき、西成区の行旅結核患

者については西成区保健福祉センターが行い、西成区以外の行旅結核患者は大阪市保

健所が管理している。引き続き大阪市保健所と西成区保健福祉センターの保健師が連

携し、確実な治療終了に向け、月 1回以上の病院・施設等の訪問に取り組んでいる。 

 

令和５年度   行旅患者訪問件数（西成区行旅除く大阪市保健所実施分） 

実人員       ５名 

延人員     ２１名 

（１０）研修事業 

人材育成対策として結核対策従事者研修を実施している。令和５年度結核研修の内

容と受講者は次のとおりである。 
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実施日 講演テーマ

出　席　者

医師 保健師 薬剤師 検査員

R6.3.1～
R6.3.22

結核の基礎知識
結核医療費公費負担申請について

4 29 4 16 1 64

放射線
技師

事務
職員

その他 合計

5 5
 

※令和２年度、３年度は中止（新型コロナウイルス感染症拡大防止のため） 

 

 

（１１）大阪市ＤＯＴＳ事業(服薬支援事業) 

ＤＯＴＳとは、Ｄｉｒｅｃｔｌｙ Ｏｂｓｅｒｖｅｄ Ｔｒｅａｔｍｅｎｔ Ｓｈｏ

ｒｔ Ｃｏｕｒｓｅの頭文字を略したもので、服薬を直接確認することによって、確

実に短期間で治療を終了させる治療方法である。結核菌の耐性化や再発を防ぎ、確実

に薬を飲み続けられるよう保健所が支援することが、感染症法に定められている。 

大阪市では、患者の個々の生活に合ったＤＯＴＳ方法を選べるよう、あいりんＤＯ

ＴＳやふれあいＤＯＴＳを委託実施している。 

その他に、保健師や医療・介護福祉・学校・職場関係者等による地域ＤＯＴＳも実

施している。 

 

ア あいりんＤＯＴＳ事業 

あいりん地域を主たる生活の場とする結核患者に対して、平成１１年９月から、

毎週月～金曜日 (祝日は除く) 

社会医療センター（平成２４年１２月からは大阪自彊館）に来所しＤＯＴＳ担当

看護師の目の前で服薬確認を行う「拠点型ＤＯＴＳ」、平成１８年４月から、患者

の指定する場所に服薬支援者が訪問し、目の前で服薬確認を行う「訪問型ＤＯＴ

Ｓ」を実施している。 

※平成２５年度から西成特区構想に基づく結核対策の一環として、西成区保健福祉セ

ンターに事業を移管している。 

 

イ 大阪市版(ふれあい)ＤＯＴＳ事業 

喀痰塗抹陽性肺結核患者等を対象に、平成１３年３月から、服薬支援者が自宅等

を訪問して週１回以上服薬確認する「訪問型ＤＯＴＳ」、平成１６年６月から、か

かりつけ医で週１回以上服薬を確認する「医療機関型ＤＯＴＳ」、平成１８年４月

から、薬局で週１回以上服薬を確認する「薬局型ＤＯＴＳ｣を実施している。平成

２５年４月からは、対象者を全結核患者に拡大し、実施している。 

 

ふれあいＤＯＴＳ実施者数（人） 

 令和６年３月末日現在 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

183 150 135 132 116 
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令和５年度ＤＯＴＳカンファレンス及び看護連携会議実施状況 

 

医療機関名 

実施    

回数 

対 象 者 数 

実 

  

延 (再掲) 

行旅 

(再掲) 

喀痰塗 

抹陽性 

大阪はびきの医療センター ２４ ５８ ０ ３４ ５９ 

近畿中央呼吸器センター ２３ ７７ ０ ６６ １２３ 

大阪複十字病院 １１ ２８ ０ １７ ３６ 

阪奈病院 １２ ７５ １ ５７ ８２ 

谷向病院 ５ ５ ０ ４ ５ 

大阪市立十三市民病院 ８ １１ ０ １１ １１ 

兵庫中央病院 １ １ ０ １ １ 

合    計 ８４ ２５５ １ １９０ ３１７ 

※１令和４年度より相談や報告事例も含む 

※２あいりん事例をふくむ 
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第５章 生活環境部門 

 

環境衛生監視課    : 旅館業・興行場・公衆浴場・温泉・墓地・納骨堂・化製場等の
許可及び監視指導 

            特定建築物・浄化槽の届出審査及び監視指導 
専用水道の確認審査及び監視指導 
小規模給水施設の啓発指導 
有害家庭用品の流通規制 
国家戦略特別区域外国人滞在施設経営事業の認定等 
住宅宿泊事業の届出審査等 

 
食品衛生監視課       : 大規模食品製造施設・大量調理施設等の監視指導 

輸入食品・広域流通食品等にかかる違反食品への対応 
 
生活衛生監視事務所   : 食品関係施設の許認可及び監視指導 

食中毒や違反食品への対応 
            理美容所・クリーニング所等の許認可及び監視指導 
            遊泳場・簡易専用水道等の届出及び監視指導 
            狂犬病予防事業・動物愛護・そ族衛生害虫等に関する相談指導 
 
生活衛生監視事務所管轄区 
 北 部：北・都島・淀川・東淀川・旭区 
 西 部：福島・此花・西・港・大正・西淀川区 
 東 部：中央・天王寺・浪速・東成・生野・城東・鶴見区 
 南東部：阿倍野・東住吉・平野区 
 南西部：住之江・住吉・西成区 

 

第１節 環境衛生関係事業 

 

環境衛生関係施設については約６０,０００施設、関係法令は１５種類に及んでいる。 
これら施設について良好な衛生状態を維持させ、市民等が安心して利用できるよう効率

的な監視を行うとともに、施設管理者等に対し定期的に衛生講習会を開催し、衛生意識の
向上にも努めている。 

各業務の分担については、広域的な専門監視が必要な旅館、興行場、特定建築物、専用
水道等は環境衛生監視課が所管し、理容所、美容所、クリーニング所、遊泳場、簡易専用
水道は各生活衛生監視事務所が所管している。 

 

１ 建築物衛生 

 
（１）根拠法令 

建築物における衛生的環境の確保に関する法律（略称「建築物衛生法」） 
 

（２）対象施設 
特定建築物（事務所、興行場等の用途で延床面積が３,０００㎡以上の建築物。学

校用途は８,０００㎡以上） 
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（３）業務内容 
ア 事前審査の実施 

建築物の空調設備や給排水設備等のハード面の不備を未然に防ぐため、特定建築
物の設計段階において設備設計内容を審査し、改善指導を行う。 
 

イ 監視指導の実施 
建築物の空調設備、給排水設備等の維持管理状況を検査し、建築物の衛生的環境

が確保されるよう指導を行う。 
 

ウ 衛生講習会の開催 
建築物環境衛生管理技術者等に対し、適正に維持管理が行えるよう講習会を開催

している。 
 

エ 届出の受理 
施設の構造設備等が適正であるかを審査し、使用届出等の受理を行う。 

 

所内指導件数 報告徴収件数

２,２９３ ３６ １３ ７６ ２ ２３７ ２,０８８

施設数 新規届出件数 事前審査件数 監視等立入件数 講習会回数

 

 

   

            空気環境測定         水道水残留塩素測定 

 

２ 専用水道 

（１）根拠法令 

水道法 

 

（２）対象施設 

自己水源を有し給水人口が１００人を超える又は飲用その他生活用途の水が一日最

大給水量(２０m3)を超える自家用水道や、水道事業者からの水のみを受水する一定規

模以上の受水槽施設 

 

（３）業務内容 

ア 布設工事確認申請の審査 

工事着工に先立ち、施設基準に適合するかを審査し、その結果について通知を行

う。 
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イ 監視指導の実施 

施設に定期的に立ち入り、安全で衛生的な飲料水が確保されるよう監視指導を行

う。 

監視等立入件数 所内指導件数

市水のみを受水 １０ ０
７ ３９

自己水源を保有 ２３ ０

施　設　数 確認申請件数

 

 

３ 小規模給水施設 

（１）根拠法令等 

大阪市小規模給水施設の維持管理に関する指導要綱 

 

（２）対象施設 

有効容量が１０㎥以下の受水槽を設置している施設 

 

（３）業務内容 

ア 啓発指導 

自主管理を推進するため、施設管理者に対し調査指導及び文書啓発を行ってい

る。 

 

イ 講習会の開催 

施設管理者に対し、適正に維持管理が行えるよう講習会を開催している。 

調査施設数 文書啓発施設数 講習会回数

６８８ ５,１９０ ３
 

 

 

 

 

４ 旅館 

（１）根拠法令 

旅館業法 

 

（２）対象施設 

宿泊料を受けて人を宿泊させる施設（旅館・ホテル、簡易宿所、下宿） 
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（３）業務内容 

ア 建築計画届の受付、受理 

建築計画時に構造設備や学校等の清純な施設環境への影響等を審査のうえ、建築の可

否について判断し通知書を交付する。 

 

イ 営業許可 

申請施設の構造設備や営業者の適格性並びに学校等の清純な施設環境への影響等を

「法」「市条例」及び「市規則」に基づき審査のうえ営業許可を行う。 

 

ウ 監視指導の実施 

営業施設に対し定期的に立ち入り、衛生上の監視指導を行う。 

無許可の民泊施設に立ち入り、違法民泊の排除・適法民泊への誘導を行う。 

 

エ 大規模イベント開催に伴う特別対策 

スポーツ大会等の大規模イベント開催時に宿泊施設等の立入検査を行う。 

１,０７４
簡易宿所 ５６８ ６

下宿営業 ３ ０

　旅館・
ホテル営業

１,１３９ ４０

７１８ ５８

許可件数 監視等立入件数 建築計画届出件数 所内指導件数施設数

 

※平成３０年６月１５日旅館業法改正により旅館業とホテル業は旅館・ホテル営業に統合 

 

 

５ 大阪市国家戦略特別区域外国人滞在施設経営事業（特区） 

（１）根拠法令 

国家戦略特別区域法 

 

（２）対象施設 

国家戦略特別区域法に基づく外国人滞在施設（特区） 

 

（３）業務内容 

特定認定申請及び変更認定申請の受付 

申請施設の構造設備等が「法」、「市条例」等の基準に基づき審査のうえ、認定を行

う。 
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（４）施設数 

令和６年３月３１日現在の施設数は４,３２１施設である。 

 

６ 住宅宿泊事業 

 （１）根拠法令 

住宅宿泊事業法 

 

（２）対象施設 

住宅宿泊事業法に基づく、人を宿泊させる住宅 

 

（３）業務内容 

住宅宿泊事業届出書等の受付・受理 

 

（４）施設数 

令和６年３月３１日現在の施設数は１,６７４施設である。 

 

７ 興行場 

（１）根拠法令 

興行場法 

 

（２）対象施設 

映画・演劇・音楽・スポーツ・演芸又は観せ物を業として公衆に見せ、又は聞かせ

る施設（映画館等） 

 

（３）業務内容 

ア 営業許可 

申請施設の構造設備について「市条例」及び「市規則」に基づき審査のうえ営業

許可を行う。 

 

イ 監視指導の実施 

営業施設に対し定期的に立ち入り、観覧場の空気環境測定や衛生上の監視指導を

行う。 

施設数 許可件数※ 監視等立入件数 所内指導件数

１３９ ２１ ７１ １３４
 

※臨時・仮設興行場を含む 
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８ 公衆浴場 

（１）根拠法令 

公衆浴場法 

（２）対象施設 

温湯、潮湯又は温泉その他を使用して、公衆を入浴させる施設(銭湯・サウナ風呂

等) 

 

（３）業務内容 

ア 営業許可 

申請施設の構造設備について「市条例」「市規則」及び「市要綱」に基づき審査

のうえ営業許可を行う。 

 

イ 監視指導の実施 

営業施設に対し定期的に立ち入り、浴槽水の水質検査や衛生上の監視指導を行

う。 

 

ウ 衛生講習会の開催 

施設管理者に対し、適正に維持管理が行えるよう講習会を開催している。（令和

５年度は新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、講習会は中止） 

許可件数 監視等立入件数 講習会回数 所内指導件数

一般浴場 ２１８
１９ ２２８ ０ ３１３

施設数

その他浴場 １８４
 

 

 

９ 温泉 

（１）根拠法令 

温泉法 

 

（２）対象施設 

温泉を公共の浴用又は飲用に供する施設 

 

（３）業務内容 

ア 利用許可 

申請施設の構造設備や温泉成分について「市細則」に基づき審査のうえ、利用許

可を行う。 
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イ 監視指導の実施 

利用施設に対し定期的に立ち入り、衛生上の監視指導を行う。 

 

許可件数 監視等立入件数 所内指導件数

６０ ４ ３４ ２６

施設数

 

 

１０ 墓地・納骨堂・火葬場 

（１）根拠法令 

墓地、埋葬等に関する法律 

 

（２）対象施設 

墓地（市設霊園、財産区墓地、寺院墓地等）・納骨堂・火葬場 

 

（３）業務内容 

ア 営業許可 

経営主体の適格性や公衆衛生上の見地から「市審査基準」に基づき審査のうえ、

経営等の許可を行う。 

 

イ 監視指導の実施 

火葬場に対し定期的に立ち入り、公衆衛生上の監視指導を行う。 

墓地、納骨堂に対し適宜報告徴収を行う。 

火葬場 ６ ０ ６ ９

許可(経営・変更・廃止)件数 監視等立入件数

墓地

所内指導件数

６８９

施設数

４
６７（５０） ７８

納骨堂 １５２ ７

 

（ ）は、内 許可前立入件数 

 

１１ 有害家庭用品の流通規制 

（１）根拠法令 

有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律 

 

（２）対象品目 

乳幼児用繊維製品、スプレー剤、洗浄剤ほか 

 

（３）規制物質 

ホルムアルデヒド、アゾ化合物、メチルアルコール等  ２１種類 
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（４）業務内容 

一般に流通している対象品目の試買検査を行い、規制基準を超える量の有害物質を

含有している場合は、原因究明のための収去検査を行うとともに、商品の回収・廃棄

等の指示、報告書及び始末書徴収等の行政措置を行う。 

また、他府県市等からの通報についても同様の措置を行う。 

４

試買検査件数 収去件数 違反件数 行政措置件数 指導業者数

５２８ ３ ３ ２  

 

１２ 浄化槽 

（１）根拠法令 

浄化槽法 

 

（２）対象施設 

便所と連結してし尿及びこれと併せて雑排水を処理し、下水道法に規定する終末処

理場を有する公共下水道以外に放流するための設備又は施設 

 

（３）業務内容  

ア  設置届出の受理 

浄化槽の設置場所等が適正であるかを審査し、設置届出の受理を行う。 

 

イ 監視指導の実施 

浄化槽法第７条及び第１１条に基づく法定検査の結果により設置者または保守点

検業者に指導を行い、必要に応じ施設の立入調査を行う。 

 

施設数 新規届出件数 監視等立入件数 所内指導件数

４０４ １２ １７ ２２  
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１３ 化製場・動物飼養場等 

（１）根拠法令 

化製場等に関する法律 

 

（２）対象施設 

化製場・死亡獣畜取扱場・動物飼養場 

 

（３）業務内容 

ア  設置許可 

申請施設の構造設備について「法」「府条例」等に基づき審査のうえ許可を行う。 

 

イ 監視指導の実施  

化製場、死亡獣畜取扱場、動物飼養場に立ち入り、その構造設備及び法の規定によ

る措置の実施状況について監視指導する。 

動物飼養場 ２８ １０ ２８

施設数 監視等立入件数 所内指導件数

化製場・死亡獣畜取扱場 ３ ２ ０

 

 

１４ 簡易専用水道 

（１）根拠法令 

水道法 

 

（２）対象施設 

有効容量が１０㎥を超える受水槽を設置している施設 

 

（３）業務内容 

ア 改善指導 

登録検査機関が実施する法定検査の結果が不適の施設に対し、貯水槽の衛生管理が

適切に行われるよう改善指導し、安全な飲料水が確保されるよう努めている。 

 

イ 衛生講習会の開催 

施設管理者等に対し、適正に維持管理が行えるよう講習会を開催している。 

施設数 新規届出件数 監視等立入件数 講習会回数

７,３８７ ６６ １３５ ２  
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１５ 遊泳場 

（１）根拠法令 

大阪府遊泳場条例 

 

（２）対象施設 

容量５０㎥以上の貯水槽を設けて、公衆の遊泳に供する施設（遊泳用プール） 

 

（３）業務内容 

ア 監視指導の実施 

夏期及び通年プールに対し定期的に立ち入り、衛生上の監視指導を行う。 

夏期プール再開直前に立入調査を行い、衛生状態等について事前に監視指導を行

う。 

 

イ  水質検査の実施 

定期的にプール水の水質検査を実施し、良好な水質を保持するために必要な指導を

行う。 

 

ウ 衛生講習会の開催 

施設管理者等に対し、適正に維持管理が行えるよう講習会を開催している。 

講習会回数

８
３ ２９８ ８２７ ０

施設数

通年プール １０１

新規許可件数 監視等立入件数 水質検査件数

夏期プール

 

 

１６ 理容所・美容所・クリーニング所 

（１）根拠法令 

理容師法、美容師法、クリーニング業法 

 

（２）対象施設 

理容所・美容所・クリーニング所 

 

（３）業務内容 

ア 開設等届出 

各業種の届出について、根拠法令に基づき審査のうえ検査確認済の証の交付等を行

う。 

イ 監視指導の実施 

営業施設に対し定期的に立ち入り、衛生上の監視指導を行う。 
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ウ 講習会の開催 

理容所、美容所に対しては、監視指導の結果に基づき、施設営業者に対する講習会

を開催している。 

（クリーニング所については、（公財）大阪府生活衛生営業指導センターが実施し

ている。） 

クリーニング所 ２,９３２ ３６ １０５ ０

美容所 ９,７３１ ７０２ ２,４４１ ８

理容所 ２,２７４ ５０ ４９３ １０

講習会回数施設数 新規届出件数 監視等立入件数
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第２節 食品衛生関係事業 

 

平成 30年に改正された食品衛生法が令和３年６月１日に完全施行され、HACCPに沿った

衛生管理の義務化、営業許可制度の見直し及び営業届出制度の創設、ふぐ処理業に係る食

品衛生法での規定がなされた。その中で、改正食品衛生法、食鳥処理の事業の規制及び食

鳥検査に関する法律に基づく対象施設に対する営業許可事務、これらの施設の衛生状態、

食品・添加物等の取扱いや表示、食品等事業者の衛生管理等の監視指導を実施している。

また、飲食に起因する事故発生を未然に防止するために食品関係事業者の HACCPに沿った

衛生管理体制の確立・推進に努めるとともに食品衛生知識の普及啓発の強化を図ってい

る。 

さらに、市民が安全・安心な食生活を送ることができるよう、食中毒予防に関する啓発

事業や食品等の安全性及びその確保に関する正しい知識を習得し、理解を深めるための双

方向の意見交換会や講習会を実施している。 

また、市民の食生活の安全を確保するため、飲食に起因する健康危機事象には迅速に対

応し被害拡大防止を図る必要があることから、夜間、休日においても食中毒等の緊急事態

発生に備えて体制を整備し、市民等からの届出を受け迅速な対応を行っている。 

 

１  食品衛生関係施設営業許可 

 

各生活衛生監視事務所では、事業者からの営業許可申請に基づき食品衛生監視員が許

可申請調査を行い、大阪府知事が定めた施設基準に適合する場合に許可している。ま

た、継続新規申請事業者に営業許可証を交付する際、講習会等を実施している。 

 

２ 食品衛生関係施設の監視指導、拭き取り検査・講習会 

 

本市が食品の大消費地であるという実情を踏まえ、大阪市食品衛生監視指導計画に基

づき、食品の製造・調理又は販売する大規模な施設や過去の事例等から食中毒の発生頻

度が高い施設に対する監視指導並びに広域に流通する食品の検査に重点を置いて監視を

実施し、施設・設備の衛生確保と不良食品の発見、排除、食中毒の未然防止に努めてい

る。 

なお、食品製造施設、大量調理施設及び食品輸入業者等については、食品衛生監視課

が、それ以外の食品関係施設については、各生活衛生監視事務所が担当している。 

また、各区の保健福祉センターと連携し、施設の監視指導及び拭き取り検査の結果に

基づき、食品衛生責任者、従業員等を対象とした衛生講習会を実施している。 
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百貨店での監視 

 

通
　
　
年

対EU輸出水産食品取扱承認施設

百貨店、地下街、祭礼等イベント

学校給食施設(市立)

食品添加物製造施設

　

食肉、食鳥肉取扱い施設

　

ホテル、旅館等宿泊施設

魚肉ねり製品製造業、めん類製造業、食肉製品製造業等の製造施設

監視指導対象施設

4 仕出し、折詰弁当調製施設(店頭販売弁当調製施設を含む)、路上弁当販売施設

月 社会福祉施設、保育所、病院等の給食施設

～

乳処理業、アイスクリーム類製造業、清涼飲料水製造業等の製造施設
9

学校給食施設(市立以外)

月 夏期食品の一斉取締り

菓子製造業、あん類製造業、豆腐製造業、そうざい製造業等の製造施設
10

食品輸出入関係施設

食中毒等の再発防止策対象施設

大量集客施設

月

～ 年末食品の一斉取締り

3
　
月

ふぐ取扱施設
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旧法に基づく許可を要する施設に対する監視指導 

１５ ２３

ふぐ処理業（再掲） ７７４ ３９３

１２８ ３４

そうざい製造業 ６３３ １９５

添加物製造業 ５１ ３７

ソース類製造業 ３８ ２２

酒類製造業 １７ ７

１３ １４

マーガリン又はショートニング製造業 ２ ２

みそ製造業 ３ ４

２３ １３

食品の冷凍または冷蔵業 ６４ ４３

かん詰又はびん詰食品製造業 ４４ ３７

魚肉練り製品製造業

旅館 ３９４ ８３

その他 １５,９６５ １,３５３

区    分 施設数 監視指導延べ件数

飲
食
店
営
業

一般食堂・レストラン等 ２８,１３７ ２,８６９

仕出し屋・弁当屋 ８２９ ６０８

計 ５４,０５８ ６,６９８

豆腐製造業 ４３ ９

納豆製造業

乳酸菌飲料製造業 ２ ５

食用油脂製造業

清涼飲料水製造業 ２０ ２２

氷雪製造業

食品の放射線照射業 ０ ０

めん類製造業

１ １

しょうゆ製造業 ０ ０

魚介類販売業 ９６９ ２４８

魚介類競り売り営業 ５ ０

特別牛乳搾取処理業 ０

小計 ４５,３２５ ４,９１３

０

乳製品製造業 ２３ １６

集乳業 ０ ０

菓子(パンを含む。)製造業 ３,０７２ ６１１

乳処理業 １ ４

食肉販売業 １,１９５ １７４

食肉製品製造業 １７ ２５

喫茶店営業
一般・露店

自動販売機 １,３０９ ３１

あん類製造業

４０６ １５０

４ ４

アイスクリーム類製造業 ４３５ ６２

食肉処理業 ２００ ４５

 

(令和６年３月末現在) 
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届出を要する施設に対する監視指導 

小計 １,７７４ ８５０

小計 １７,９７８ ４,２８６

５９９
器具、容器包装の製造・加工業（合成樹脂が使用された器具又は容器包装の製

造、加工に限る。） １２７ １

露店、仮設店舗等における飲食の提供のうち、営業とみなされないもの ４２ １

上

記

以

外

の

も

の

（

改

正

法

に

よ

る

改

正

後

の

法

第

6

8

条

第

3

項

に

お

い

て

準

用

さ

れ

る

も

の

を

含

む

。

）

行商 ４８１ ２４４

その他 １２４ ５

集団給食施設

海藻製造・加工業 １９ ４

卵選別包装業 ２ ０

２７ ３

調味料製造・加工業 ９９ １２

糖類製造・加工業 ６ ２

９,３３１ ２,９０９

製
造
・
加
工
業

添加物製造・加工業

（法第13条第1項の規定により規格が定められた添加物の製造を除く。） ８ ３

いわゆる健康食品の製造・加工業 ２６ １

コーヒーの製造・加工業（飲料の製造を除く。）

小計 ６２４ ４０２

製茶業 ３６ ２

精穀・製粉業 １８ ５

２２９ １０

農産保存食料品製造・加工業

販
売
業

その他の食料・飲料販売業

８７

百貨店、総合スーパー ７０２ ５４４
自動販売機による販売業（コップ式自動販売機（自動洗浄・屋内設置）を除

く。） ９２８ ２

３５

野菜果物販売業 ５６３ ６６

米穀類販売業 １３９ １

弁当販売業 １７５

０

小計 ６,２４９ １２５

乳類販売業 ２,９０７ ８９

氷雪販売業 ５２ ０

区    分 施設数 監視指導延べ件数

１,５６５

１８

１,０００

その他の食料品製造・加工業 １５４ ３６０

５,１６６ ２,１７４

小計

通信販売・訪問販売による販売業 ９３ ０

コンビニエンスストア

旧
許
可
業
種
で
あ
っ

た
営
業

魚介類販売業（包装済みの魚介類のみの販売） １４９ １８

食肉販売業（包装済みの食肉のみの販売） ２６５

コップ式自動販売機（自動洗浄・屋内設置） ２,８７６

 

(令和６年３月末現在) 
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食品衛生講習会開催状況 

対象 回数 受講者数

仕出し折詰弁当調製施設 ２２ １８９

事業者

１４５ ２,２８７

その他（要許可施設） ２６ ２８８

計 ２９７ ５,９４４

４９ １,１７２

ふぐ処理業関係施設 １９

消費者 ２６ １，５１１

その他 １０

集団給食施設

２５７

営業許可継続新規施設

２４０

 

 

食中毒予防街頭キャンペーン実施状況 

８月１６日 阿倍野区（近鉄阿部野橋駅コンコース） 南東部生活衛生監視事務所

７月２７日 中央区（空堀商店街） 東部生活衛生監視事務所

７月１２日 西成区（鶴見橋商店街） 南西部生活衛生監視事務所

７月２０日 住之江区（加賀屋商店街） 南西部生活衛生監視事務所

東成区（今里新道商店街） 東部生活衛生監視事務所

７月１０日 都島区（京橋駅付近） 北部生活衛生監視事務所

１２月６日
阿倍野区（近鉄阿部野橋駅コンコース・

あべのHOOP周辺）
南東部生活衛生監視事務所

実施日 実施場所 実施機関

７月３日 住吉区（あびこ商店街） 南西部生活衛生監視事務所

７月３日 港区（港区役所周辺） 西部生活衛生監視事務所

７月５日 城東区（蒲生商店街等） 東部生活衛生監視事務所

７月６日

  

 

 

○ イベント・祭礼の一斉監視 

市内で開催される種々のイベント・祭礼について、食中毒等食品事故を未然に防止す

るため事前指導を実施するとともに、出店施設（４,２０８施設）に対し監視指導をお

こなった。 
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３ 食中毒(疑いを含む)の処理 

 

食中毒に関する医師からの届出や自治体・患者等からの通報があった場合、各生活衛

生監視事務所が中心となり食品衛生監視課と連携しながら、速やかに喫食者や関係施設

について原因究明の調査や検査を実施し、原因施設に対しては健康被害の拡大防止を図

るため営業停止等の行政処分を行うとともに、再発防止のために施設の消毒指導や調理

従事者等への衛生教育を行っている。 

令和５年食中毒発生状況        

令和５年１月１日～令和５年１２月３１日  

カンピロバクター 飲食店　焼鳥屋９ 8月14日 北区 3
不明（令和5年8月11日に提供された鶏刺
しを含むコース料理及び一品料理）

病因物質

３ 5月18日 北区

原因施設No 発生月日 発生区 患者数 原因食品

飲食店　大衆酒場

２ 5月15日 東住吉区 1 ツブ貝 テトラミン 自宅

１ 3月10日 淀川区 5
令和5年3月9日に提供された加熱不十分
な鶏肉料理（鶏肉の湯引き）

カンピロバクター

21
不明（令和5年5月17日に調製された弁
当）

ノロウイルス 飲食店　レストラン

４ 5月30日 北区 5
不明（令和5年5月26日に提供されたオー
ダーバイキング料理）

腸管出血性大腸菌 飲食店　大衆酒場

５ 6月5日 - 4 不明 カンピロバクター 不明

飲食店　焼鳥屋

７ 7月20日 中央区 3
不明（令和5年7月18日に提供された鶏の
生レバーを含む一品料理）

カンピロバクター 飲食店　焼鳥屋

６ 6月25日 都島区 5
不明（令和5年6月23日に提供された鶏の
造りを含む一品料理）

カンピロバクター

飲食店　一般料理８ 7月20日 北区 11
不明（令和5年7月19日に提供された鶏の
生つくねを含むコース料理）

カンピロバクター

カンピロバクター 飲食店　焼鳥屋

１１ 11月23日 東淀川区 2 マフグ テトロドトキシン 自宅

１０ 10月9日 北区 6
不明（令和5年10月8日に提供された鶏の
たたきの盛り合わせを含むコース料理）

カンピロバクター及びサル
モネラ属菌

飲食店　大衆酒場１２ 12月11日 中央区 4
不明（令和5年12月9日に提供された鶏肉
お造り盛り合わせ、地鶏ももたたき等を
含む一品料理）  

令和５年の食中毒発生件数 １２件 患者数  ７０名 

令和４年の食中毒発生件数  ９件 患者数  ９６名 
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令和５年 食中毒発生状況(その２) 

４

死者数 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

３ ０ ６

０

患者数

００ ０ ０ ０

11月6月 7月

９ １４

8月 9月 10月

２ ２ １ ０

２

5月

７０ ０ ０ ５ ０ ２７

０ ３

1　月別発生状況

12月

１ １ １件　数 １２ ０ ０ １

総数 1月 2月 3月 4月

 

ウイルス

その他

2  病因物質別発生状況 件数 患者数 死者数 3　原因食品別発生状況 件数 患者数

１１ ６６

ボツリヌス菌 ０ ０ ０ その他 ０ ０

腸炎ビブリオ ０ ０ ０ 魚介類
加工品

魚肉練り製品

死者数

細
　
菌

サルモネラ属菌 ０ ０

カンピロバクター・ジェジュニ/コリ ７ ３７ ０ 野菜
及びその
加工品

豆類

ウェルシュ菌 ０

複合汚染 １

０

０

７０ ０

・病因物質判明 １２ ７０ ０ ・原因食品食事判明 ０

総　　数 １２ ７０ ０ 総　　数 １２

１ ２ ０魚介類

貝類 １ １ ０

ぶどう球菌 ０ ０ ０ ふぐ

０

０ ０ ０

０ ０ 　卵類及びその加工品 ０ ０ ０

０ ０

その他の病原大腸菌 ０ ０ ０ 　肉類及びその加工品 １ ５ ０

腸管出血性大腸菌 １ ５ ０ その他 ０

０ ０

エルシニア・エンテロコリチカ ０ ０ ０ 　穀類及びその加工品 ０ ０ ０

セレウス菌 ０ ０ ０ 　乳類及びその加工品 ０

０ ０

ナグビブリオ ０ ０ ０ きのこ類 ０ ０ ０

０ ０

赤痢菌 ０ ０ ０ 　菓子類 ０ ０ ０

コレラ菌 ０ ０ ０ その他 ０

０ ０

パラチフスＡ菌 ０ ０ ０
その他

食品特定 ０ ０

チフス菌 ０ ０ ０ 　複合調理食品 ０

４ ０ ・原因食品食事不明 １ ４ ０

０

その他の細菌 ０ ０ ０ 食事特定 ８ ５８ ０

その他のウイルス ０ ０ ０ 4　原因施設別発生状況 件数 患者数 死者数
クドア

ノロウイルス １ ２１ ０

０ ０ ０ 総　　数 １２ ７０ ０
サルコシスティス ０ ０ ０ ・原因施設判明 １１ ６５ ０
アニサキス ０ ０ ０ 　家庭 ２ ３ ０

０ ０
化学物質 ０ ０ ０ 学校 ０ ０ ０

０ ０ ０
集
団
給
食

事業所 ０

０

０ ０ ０その他 旅館 ０

寄生虫

・病因物質不明 ０ ０ ０ 飲食店 ９ ６３ ０

０ ０
動物性自然毒 ２ ３ ０ その他 ０ ０ ０

自然毒
植物性自然毒 ０ ０ ０ 病院

０ ０ ０

製造所 ０ ０ ０

０ ０

販売店

０ ０ ０

・原因施設不明 １ ４ ０

０ ０

採取場所 ０ ０ ０

仕出屋 ０

その他
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４ 違反食品・食品苦情の処理 

 

本市の監視や収去検査結果及び他自治体からの通報により、違反食品（疑いを含む）

が発見された場合や消費者から食品に関する異物混入、腐敗、変敗等の苦情が寄せられ

たときには、関係施設等の調査、検査を実施して原因の究明と再発防止の指導等を行っ

ている。なお、違反食品に対しては、回収命令・廃棄命令等の衛生上必要な措置や事例

によっては営業停止等の措置を講じ、健康被害の発生、拡大防止を図っている。 

 

食品関係苦情処理状況 

１６１

腐敗・変敗 １９

かびの発生 ２０

項目 処理件数

有症事例
食中毒 ６１

食中毒の疑い １，０９５

添加物 １４

規格基準等 ６６

１４０表示違反

計 ２，４３２

その他

そ族・昆虫の棲息 ５３

その他 ４７０

汚物処理 ７

食品の取り扱い管理 ２７６

施設・設備の不良 ２２

２８

違反・苦情
食品事例

異物混入

  
 

 

○ 食品等の自主回収報告制度に関する指導・助言について 

食品等事業者が自主的に違反食品等の排除に取り組むとともに、行政が自主回収（リ

コール）情報を市民に広く周知することにより回収が促進される仕組みとして、食品衛

生法及び食品表示法の一部改正により、令和３年６月１日に法律に基づく自主回収報告

制度が創設された。 
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事業者に対し、制度の趣旨を周知することにより、食品等のリコール情報を行政が確

実に把握し的確な監視を行うとともに、食品等の回収及び消費者への情報提供が速やか

に行われるよう指導・助言を行っている。 

自主回収報告件数：８０件 

 

５ 食品等の検査 

 

市内で製造または流通、販売されている食品等について、食品衛生法及び食品表示法

に基づき収去し、地方独立行政法人大阪健康安全基盤研究所及び保健衛生検査所で検査

を実施し、不良食品等を発見・排除することにより食品等の安全確保に努めている。 

また、放射性物質に汚染された食品に対する市民の不安を払拭し、食品の安全性を確

保するため、生活衛生監視事務所において食品中の放射性物質の検査を行い、その結果

を速やかに大阪市ホームページに公表している。 

さらに、集団給食施設、大規模食品製造施設等において、拭き取り検査を行い、科学

的根拠に基づいた監視指導を実施している。 

 

食品の収去検査 

合成洗剤 ０ ０ ０

計 ４７４ ２，８７９ ０

０

その他食品 １９２ １，４４６ ０

菓子類 ３０ １４８ ０

容器包装・おもちゃ ０ ０ ０

清涼飲料水 １８ ５４ ０

酒精飲料 １３ ２５ ０

３９ ３１４ ０

野菜類・果物及びその加工品 ９０ ４０５ ０

冷凍食品 ０ ０ ０

魚介類・魚介類加工品 ５２ ２８４ ０

品　目　別 収去検体数 検査件数 不良検体数

乳・乳製品・乳類加工品 １ １ ０

肉卵類及びその加工品 ２２ １４９ ０

添加物及びその製剤 ０ ０ ０

かん詰・びん詰食品 １７ ５３

アイスクリーム類・氷菓 ０ ０ ０

穀類及びその加工品
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食品の放射性物質検査（再掲） 

冷凍食品 ０ ０ ０

品　目　別 収去検体数 検査件数 不良検体数

乳・乳製品・乳類加工品 １ １ ０

魚介類・魚介類加工品 ０ ０ ０

アイスクリーム類・氷菓 ０ ０ ０

肉卵類及びその加工品 ０ ０ ０

穀類及びその加工品 １４ １４ ０

野菜類・果物及びその加工品 １５ １５ ０

菓子類 ０ ０ ０

計 ７５ ７５ ０

清涼飲料水 ６ ６ ０

酒精飲料 ９ ９ ０

かん詰・びん詰食品 ５ ５ ０

その他食品 ２５ ２５ ０

 
※生活衛生監視事務所で実施したもの 

食品衛生関係施設の拭き取り検査    ２，２５４  件 

 

 

６ ＨＡＣＣＰ関連業務及び衛生証明書発行事務 

 
（１）ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の支援 

食品の安全性の一層の確保を図るため、ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理について、食
品等事業者に対して事前相談・助言などの支援を行っている。 

 
（２）対ＥＵ輸出水産食品関連業務 

ＥＵ諸国に輸出する水産食品は、原料の水揚げから最終製品の輸出に至るまでＨＡ
ＣＣＰに基づく一貫した衛生管理が求められており、市内に１か所ある取扱施設に対
して監視指導を行うとともに、対ＥＵ輸出水産食品については輸出に際して食品の衛
生的な取扱いと出庫数を確認し、衛生証明書を発行している。 
なお、令和５年度については、５件の衛生証明書を発行した。 

 
（３）輸出食品に係る衛生証明書発行事務 

日本から食品を輸出する際に必要な衛生証明書の発行事務を行っている。 
なお、令和５年度については、台湾向け輸出食品に対し１２件、シンガポール向け

輸出食用フグに対し３４件の衛生証明書を発行した。 
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７ 食鳥処理業関係 

 

食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律に基づく食鳥処理の事業許可につい

ては、食品衛生法の営業許可申請調査と同様の事務処理を行うとともに、食鳥販売施設

で食鳥を処理している場合は併せて監視指導を行っている。 

対象施設数 監視指導延べ件数

１１７ ６０
 

 

第３節 表彰関係事業 

 

○大阪市食品衛生・環境衛生優良施設表彰について 

市内全体の施設の衛生水準の向上を図ることを目的に、保健所が調査した施設のう

ち、積極的な設備の改善と衛生的取扱いの向上に努め、特に優秀な衛生状態を保持する

とともに、コンプライアンス並びに危機管理に努めている施設について表彰している。 

 

第４節 狂犬病予防・動物愛護・ねずみ衛生害虫関係事業 
 

狂犬病予防については、毎年４月に各区保健福祉センターと協力し、小学校・公園等に

おいて集合注射を実施している。 

 

会場数 注射済票交付総数

６０ ４，８３１
 

 

 

また、淀川河川敷や南港での野犬対策として、動物管理センター及び保健福祉センター

と連携を図り、生息調査や捕獲等を行っている。動物愛護では、各区保健福祉センターに

寄せられた犬・猫・その他動物等の苦情相談や負傷動物の収容等について保健福祉センタ

ーと連携しながら対応している。 

ねずみ衛生害虫についても、保健福祉センターと連携しながら、防除等に関しての相談

や指導を行っている。 

なお、これらの苦情等において、緊急を要するものについては夜間・休日であっても対応

している。 
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第６章 検査部門 

 

第１節 保健衛生検査所 

 

保健衛生検査所の業務は、臨床検査に関する業務と、環境食品検査に関する業務、病院へ

の立入検査業務に分けられる。 

 

1 業務体系図 

環
境
食
品
検
査
関
係

：　梅毒血清反応検査

結核対策              　：　ＱＦＴ検査

大規模感染症対策        ：　ＰＣＲ検査

そ
の
他

健康教育　        

被爆者健診　      ：　尿検査

医療法に基づく立入検査

  ：　医薬品安全管理及び検体検査関係

職員結核感染診断　：　ＱＦＴ検査

環
境
食
品
検
査
関
係

食品関係(拭取り・製品)　    ：　細菌検査

　　　　　　　　　　　　  　：　理化学検査

水質関係（遊泳場）        　：　細菌検査

　　　　　　　　　　　　　  ：　理化学検査

有害家庭用品（衣料品検査）  ：　理化学検査

臨
床
検
査
関
係

３歳児健診　　　　　　　：　尿検査

エイズ及び性感染症対策　：　ＨＩＶ抗原抗体検査
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２ 臨床検査関係  

 

（１）３歳児健診 

保健福祉センターが実施する３歳児健康診査で尿検査（蛋白・糖・潜血）を実施して

いる。 

尿検査数

１４６８６
 

 

（２）エイズ及び性感染症対策 
毎月１回中央区保健福祉センターでのＨＩＶ即日検査で、採血と検査を実施してい

る。また MSM向け対策としては、コミュニティーセンター「dista」における、ＨＩＶ
と梅毒の採血と検査を実施している。 

ＨＩＶ抗原抗体検査 ２１７

梅毒血清反応検査 １２９

検査項目 検査数

 

 

（３）結核対策 

平成２０年５月から保健所及び保健福祉センターが実施する接触者健診時に、採血

とＱＦＴ検査を実施している。 

１２５４

ＱＦＴ検査数

 

 

（４）大規模感染症対策 

新型コロナウイルス検査については、令和５年５月８日から、感染症法上「５類感染

症」に位置付けられたことに伴い対応は終了したが、大阪市感染症予防計画に基づき検

査体制は維持している。 

 

（５）その他 

ア 健康教育 

生活習慣病などの疾病を予防することを目指して実施されている健康教育時に、

保健福祉センターの依頼により検査員も参加している（令和５年度は依頼なし）。 

 

イ 被爆者健診 

原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律に基づいて大阪市長が大阪府知事から
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の委託により年２回行う被爆者を対象とした健康診断で、尿検査（蛋白・糖・潜血・

ウロビリノーゲン）を実施している。 

尿検査数

３４８
 

ウ 職員結核感染診断 

保健福祉センター等で結核健診等に従事する新採用・新配属の職員を対象に結核

感染診断として、採血と QFT検査を実施している。 

ＱＦＴ検査数

６８
 

 

３ 環境食品検査関係 

 

（１） 食品関係 

食品衛生法及び食品表示法に基づいて監視員が収去した食品等の細菌・理化学検査

を実施している。 

 

一般細菌 大腸菌群 大腸菌
腸管出血性

大腸菌
黄色

ブドウ球菌
セレウス菌

ウエルシュ
菌

サルモネラ
属菌

リステリア･
モノサイト

ゲネス

腸炎
ビブリオ

糞便系
大腸菌群

１７４ ４４５ １７４ ６１８ ６１５ ６１９ １６２ ６１５ ０ ０ ０

細菌検査数

 

 

理化学検査数

甘味料 漂白剤 発色剤

１２７ １２７ ０ ３

保存料

 

保存料 （安息香酸・安息香酸ナトリウム、ソルビン酸及びその塩類、デヒドロ酢酸ナト

リウム、パラオキシ安息香酸エステル類） 

甘味料 （サッカリン・サッカリンナトリウム) 

漂白剤  (二酸化硫黄・亜硫酸塩類) 

発色剤  (亜硝酸ナトリウム) 
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（２）  水質関係 

大阪府遊泳場条例に基づいて監視員が採水した遊泳場の水質検査を実施している。

平成１８年度からレジオネラ属菌を新たな検査項目として追加・実施している。 

遊泳場水質検査数

２４９ ７６２４９ ２４９ ２４９

濁度 ＫＭnＯ４ 大腸菌 一般細菌
レジオネラ

属菌

 

 

（３） 有害家庭用品 

有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律に基づいて監視員が試買及び収

去した規制対象品のホルムアルデヒド検査を実施している。 

４１０ ４９５ ３ ９

ホルムアルデヒド検査

試買品検査 収去品検査

検体数 検査件数検体数 検査件数

 

 

４ 病院立入検査 

 

医療法に基づいて保健医療対策課が実施している病院定期立入検査において、医薬品安

全管理及び検体検査の精度管理に係る検査を、平成２０年度から実施している。 

立入検査数

１０６
 

 

第２節 放射線技術検査所 

 

放射線技術検査所の業務は大別すると次のとおりである。 

 

１ 保健福祉センター業務 

 

市内２４区の保健福祉センター（分館）にエックス線装置が設置されており、放射線検査

業務実施時に、診療放射線技師が出張し胸部エックス線撮影を実施している。 

 

（１）結核対策 

結核健診、接触者健診、管理健診等 
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（２）肺がん検診 

令和５年度 保健福祉センター別エックス線検査受診者数【人】 

339

住吉 125 48 500 673

東住吉 158

合計 1,762 541 7,607 9,910

平野 110 57 726 893

西成(※) ― ― 261 261

20 427 605

阿倍野 100 17 339 456

住之江 110 18 233 361

城東 144 35 438 617

鶴見 52 22 236 310

生野 185 20 481 686

旭 68 15 342 425

東淀川 64 30 521 615

東成 47 24 244 315

西淀川 32 18 294 344

淀川 62 31 390 483

天王寺 42 9 179 230

浪速 86 26 134 246

港 51 15 178 244

大正 34 13 209 256

中央 26 22 134 182

西 51 18 254 323

保健福祉センター

此花 58 19 130 207

27 276 343

都島 58 23 415 496

結核健診 接触者健診等 肺がん検診 合計

北 40

福島 59 14 266

 

(※)平成 25 年度から結核関連事業については西成区役所に事業移管 

 

２ 検診車業務 

 

地域の実情や市民のニーズに応じて、住民が受診しやすい検診を目指し、検診車を各区保

健福祉センター等に配車し、がん検診や結核健診を実施、診療放射線技師が出張して放射線

検査業務を行っている。 
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（１）胸部検診車（１台） 

○ひまわり２６号  

結核罹患率の高いあいりん地域およびハイリスクグループである日本語学校等学校

施設において結核健診を実施している。また地域の実情に応じた接触者健診および肺

がん検診を実施している。 

（２）乳がん検診車（１台） 

○さくら１号 

乳房を透明なプラスチック板で片方ずつはさみ、平たくしてエックス線撮影するマ

ンモグラフィ検査を実施している。 

 

令和 5年度 検診車による受診者数

1,533

計 129 6,349 4 153 6 230 370 6,836

業務委託 ― ― ― ― ― ― 96

―

特別開催 ― ― ― ― ― ― 4 75

保健所 67 5,331 4 153 ― ― ―

500

西成 56 927 0 0 0 0 15 177

平野 0 0 0 0 1 37 21

354

東住吉 0 0 0 0 0 0 16 341

住吉 0 0 0 0 0 0 16

197

住之江 0 0 0 0 4 160 13 269

阿倍野 1 9 0 0 0 0 9

403

鶴見 0 0 0 0 0 0 10 204

城東 0 0 0 0 0 0 17

335

旭 2 40 0 0 0 0 12 277

生野 0 0 0 0 0 0 14

313

東成 3 42 0 0 0 0 16 252

東淀川 0 0 0 0 0 0 16

196

淀川 0 0 0 0 0 0 0 0

西淀川 0 0 0 0 0 0 9

111

浪速 0 0 0 0 0 0 0 0

天王寺 0 0 0 0 0 0 7

189

大正 0 0 0 0 0 0 11 125

港 0 0 0 0 0 0 13

133

西 0 0 0 0 0 0 8 108

中央 0 0 0 0 0 0 8

136

此花 0 0 0 0 0 0 9 152

福島 0 0 0 0 0 0 8

都島 0 0 0 0 0 0 13 302

北 0 0 0 0 1 33 9 154

保健福祉センター
結核健診 接触者健診 肺がん検診 乳がん検診

回数 人 回数 人 回数 人 回数 人
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３ 医療法に基づく立入検査業務 

 

保健医療対策課が実施している医療法に基づく病院や有床診療所等への定期立入検査で

は放射線部門を担当し、エックス線装置等の適正な使用や管理、書類確認や放射線診療従事

者の健康・被ばく管理等について助言・指導を行っている。 

 (第３章第３節参照) 

また、診療所からエックス線装置等の各届出がされた場合は、実地検査および書類審査を

実施している。 

 

令和５年度 医療法立入検査審査件数 

北 38 72 0 6 10

その他

福島 2 19 0 1 6 1

都島 6 36 0 0

4

中央 32 59 0 0 7 0

此花 0 7 0 0

港 1 14 0 0 3 0

西 11 29 0 2

天王寺 11 14 0 1 9 0

大正 1 7 0 0

西淀川 6 15 0 0 5 0

浪速 2 12 0 1

東淀川 11 23 0 1 4 0

淀川 8 30 0 2

生野 4 24 0 1 17 0

東成 3 17 0 2

城東 9 34 0 0 8 1

旭 5 10 0 0

阿倍野 7 27 0 0 7 0

鶴見 3 19 0 0

住吉 4 25 0 2 7 1

住之江 7 29 0 0

平野 15 33 0 2 9 0

東住吉 8 17 0 0

合計 200 604 0 21 168 5

西成 6 32 0 0

合計
病院

透析・療養型
則24条の2～28条 則29条 則29条 則23条

有床診療所

保健福祉
センター

備付届 変更届 廃止届 使用前 定期立入検査

33

3 0 0 10

0 6 132

9 0 2 53

0 18

3 0 1 12

3 101

7 1 3 53

1 27

8 0 1 49

3 38

4 0 2 21

0 46

7 0 0 22

2 41

6 0 2 30

2 43

4 0 0 40

1 53

7 0 0 29

35 1033

0 59

11 0 0 49

2 41

7 1 0 33
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４ マンモグラフィ読影センター業務 

 

各区保健福祉センターおよび委託医療機関で実施された乳がん検診の読影業務を、放射

線技術検査所内に設置している大阪市マンモグラフィ読影センターで運営している。検診

マンモグラフィ読影認定医師による画像の読影判定にあたって、事前準備・読影介助・結果

整理・結果発送等を実施している。 

 

令和 5 年度 マンモグラフィ読影センターでの読影数 

読影回数 読影件数

350 35,146
 

 



０６－６６４７－０７４３

大阪市港区市岡1-15-25（港区役所4階）

感染症計画推進グループ

大阪市阿倍野区旭町1-1-17(サンビル阿倍野3階)

南東部生活衛生監視事務所

０６－６６４７－０７２３

旅館業指導グループ

環境衛生指導グループ

環境衛生監視課

０６－６６４７－０７７６

０６－６６４７－０６９２

大阪市中央区久太郎町1-2-27（中央区役所3階）

大阪市住之江区浜口東3-5-16（住之江区保健福祉センター分館1階）

南西部生活衛生監視事務所

東部生活衛生監視事務所

大阪市浪速区敷津西1-5-23（浪速図書館2階）

食品衛生監視課

大阪市中央区船場中央1-3-2-224船場センタービル2号館2階

大　阪　市　保　健　所

管理 ｸﾞﾙｰﾌﾟ

健康栄養 ｸﾞﾙｰﾌﾟ

保健事業 ｸﾞﾙｰﾌﾟ

所在地 〒545－0051    大阪市阿倍野区旭町1丁目2-7-1000(あべのメディックス10F・11F)

ホームページアドレス　　https://www.city.osaka.lg.jp/kenko/page/0000008442.html

０６－６６４７－０６５３

０６－６６４７－０７３９

感染症対策課　１０Ｆ・１１Ｆ管理課　１０Ｆ

０６－６６４７－０６５６

０６－６６４７－０９２３

０６－６６４７－０６４１ 感染症 ｸﾞﾙｰﾌﾟ

結核 ｸﾞﾙｰﾌﾟ

０６－６６４７－０６６２

医療指導 ｸﾞﾙｰﾌﾟ

医療法人 ｸﾞﾙｰﾌﾟ

審査・給付 ｸﾞﾙｰﾌﾟ

保健衛生検査所

保健情報 ｸﾞﾙｰﾌﾟ

企画調査 ｸﾞﾙｰﾌﾟ ０６－６６４７－０６８７

０６－６６４７－０６８５

０６－６６４７－０７９３

大阪市中央区船場中央1-2-1-B119船場センタービル1号館地下1階

北部生活衛生監視事務所

０６－６６４７－０６８１

０６－６６４７－０６７９

保健医療対策課　１０Ｆ

０６－６３１３－９５１８０６－６２４４－０６１４

０６－４３９６－６０５０

大阪市中央区船場中央3-1-7-310船場センタービル7号館3階

放射線技術検査所

大阪市北区扇町2-1-27（北区役所2階）

西部生活衛生監視事務所

０６－６５７６－９２４０

大阪市中央区船場中央1-3-2-224船場センタービル2号館2階
０６－４３０１－７２４０

０６－６２６７－９８８８

項目： 尿定性   (蛋白・糖・潜血・ウロビリノーゲン)        血液一般  (赤血球数・白血球数・ヘマトクリット・ヘモグロビン) 生化学    (GOT・GPT・γ―GTP・LDL－コレステロール・HDL－コレステロール・中性脂肪・  血糖・ALP・ZTT)   (2) 3 歳児健診  保健福祉センターが実施する 3歳児健康診査で尿検査(蛋白・糖・潜血・沈渣)を実施している。 エ 職員Ｂ型・Ｃ型肝炎定期健診等 保健福祉センター等で血液の取扱いにより肝炎ウイルス等の感染の機会がある職員を対象に実施される定期健診の検査を実施している。 3 接触者集団健診事業  大阪市では、感染源追求と二次感染防止を目的とし接触者集団健診を行っている。各区保健福祉センターを会場とし実施しているが多人数に及ぶ場合は検診車による撮影も行う。   4 あいりん健診事業  結核罹患率の高いあいりん地区において、毎週火曜日にデジタルエックス線検診車(ひまわり 25号)による健診を行っている。デジタル撮影により即時診断が可能になり結核感染予防効果が高くなっている。 また、年末に南港臨時宿泊所入所予定者健診も行った。   5 医療法に基づく立入検査業務  病院や診療所での放射線診療は、医療技術の進歩とともに有効な診断・治療手段として注目されている一方で、放射線の過剰照射や器具の紛失など、放射線事故は相次ぎ発生している。 病院や診療所で市民が安心して医療を受けられるよう、放射線診療装置等の備付け時や変更時に適正であるか検査するほか、定期の立入検査では、診療室への立入や書類確認などにより、装置の適正な使用や放射線従事職員の健康診断等についても助言・指導を行っている。 (第３章第３節参照)  (1)  立入検査届出書類の流れ 医療機関 → 各区保健福祉センター → 放射線技術検査所(医療機関への立入検査) → 保健所保健医療対策担当 (2)  立入検査の指導と結果等 放射線診療装置等の備付・変更届に基づき検査を実施し、不適正な場合は改善指導を行う。 また、適正と認められる届は、保健所保健医療対策担当へ送付する。   6 マンモグラフィ読影センター業務  各区保健福祉センターおよび委託医療機関実施のマンモグラフィ検診の一次・二次読影に関わって、読影センターを設け、認定医による読影にあたって、事前準備・介助・結果整理・結果発送等を実施している。 

大阪公立大学

附 属 病 院

大阪公立大学

医 学 部

大阪市保健所

10階・11階

Osaka Metro

14番出口


